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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 議案第３９号

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 議案第３

９号を上程いたします。

この議案は、昨日、当局より追加議案とし

て提出されたものであります。

─────────────────

◎日程第２ 提案理由の説明

○議長（馬場騎一君） 日程第２ 提案理由

の説明を願います。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

本日、追加上程いたしました議案第３９号

平成２３年度三沢市一般会計補正予算（第６

号）の概要について御説明申し上げます。

今回の補正予算は、今後も強い冬型の気圧

配置に伴う大雪が予想され、除雪業務委託料

等が不足する見込みとなったことによるもの

であります。

この結果、補正総額は、歳入歳出ともに１

億５,１２０万円の増額補正で、既定額との

累計では２３５億５,７５０万円となったと

ころであります。

歳出の土木費につきましては、道路橋梁総

務費として、ロードヒーティング電気料１２

０万円、道路維持費として、除雪業務委託料

１億５,０００万円を措置いたしました。

歳入につきましては、繰入金として、財政

調整基金から１億５,１２０万円を繰り入れ

たところであります。

何とぞ慎重御審議の上、原案どおり御議決

賜りますようにお願いを申し上げます。

以上であります。

─────────────────

◎日程第３ 議案の説明

○議長（馬場騎一君） お諮りします。

ただいま上程いたしました議案に対する当

局の議案説明は、会議規則第３７条第３項の

規定により省略したいと思います。これに御

異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（馬場騎一君） 御異議なしと認めま

す。

よって、議案の説明は、省略します。

─────────────────

◎日程第４ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第４ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

○１２番（野坂篤司君） おはようございま

す。

みさわ未来の野坂篤司が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

はじめに、定住自立圏構想について質問を

させていただきます。

定住自立圏構想は、総務省の推進する構想

であり、このように説明しております。

国の未来を見通したとき、総人口の減少及

び少子化、高齢化の進行が大きく見込まれる

中で、三大都市圏でも人口減少が見込まれま

す。特に、地方においては、大幅な人口減少

と急速な少子高齢化が進んでいます。

このような状況を踏まえ、地方圏において

安心して暮らせる地域を各地に形成し、地方

圏から三大都市圏への人口流出を食いとめる

とともに、三大都市圏の住民にも、それぞれ

のライフスタイルに応じた居住の選択肢を提

供し、地方圏への人の流れを創出することが

求められています。

市町村の主体的な取り組みとして、中心市

の都市機能と周辺市町村の農林水産業の自然

環境、歴史、文化など、それぞれの魅力を活

用して、ＮＰＯや企業といった民間の担い手

を含め、相互に役割分担し、連携・協力する

ことにより、地域住民の命と暮らしを守るた
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め、圏域全体で必要な生活機能を確保し、地

方圏への人口定住を促進する政策でありま

す。このように平成２１年４月に総務省で発

表しています。

既に八戸市では、総務省が平成２０年７月

４日から８月２８日に行った定住自立圏の形

成に先行して取り組む市町村の募集に応募

し、平成２０年１０月に先行実施団体に決定

され、平成２１年９月２４日に、八戸市、三

戸町、五戸町、田子町、南部町、階上町、新

郷村、おいらせ町の８市町村で、八戸圏域定

住自立圏形成協定を結んでいます。

十和田市も六戸町と話し合いを進めている

ようであります。

このことを見ますと、三沢市だけがその件

に関しておくれているような状態になってお

ります。三沢市は、六戸町とおいらせ町と接

しており、境界線がないような状態になって

きております。いろいろな住宅が建ってまい

りました。

特に、三沢駅前を有する古間木地区は、本

町４４２名、薬師町４０８名、春日台１,２

３２名、古間木１,１８１名、合計３,２６３

名。六戸地区は、金谷４０２名、小松ヶ丘

１,３０３名、大曲３１６名、計２,０２１

名、合計５,２８４名の人口を抱える地域に

なっております。

三沢市からおいらせ町の隣接地を見ます

と、昔から長靴地域とされております南町

１,２２４名、栄町７０８名、千代田町６４

５名、さらに松原は６０９名、泉町２６９名

を入れて、三沢地区で３,４５５名が接して

おります。対する、おいらせ町の隣接してい

る地域は、住吉４３２名、若葉９２７名、鶉

久保１,０９３名、青葉１,６６６名で、４,

１１８名であります。そして合計で、あの地

域が７,５７３名の地域になっています。特

にあの地域は住宅が密集し、どこが三沢でど

こがおいらせ町かわからない状態になってお

ります。

さらに、三沢市立病院が開院したことによ

り、前平、大津、さつきヶ丘地区も旧百石地

区に伸びていく状態であります。

このような現実を見ると、隣接する地域と

の連携・協力は待ったなしの状態でありま

す。定住自立圏構想の三つの視点であります

生活機能の強化、結びつきやネットワークの

強化、圏域マネジメント能力の強化を研究

し、具体的な取り組みが望ましいと思いま

す。

今後、三沢市は、定住自立圏構想につい

て、どのような考え方を持っているのか、伺

います。

次に、教育問題について質問をさせていた

だきます。

はじめに、ゆめ実現推進事業について伺い

ます。

昨年１１月１０日、公会堂を会場に開催さ

れた「仕事に学び、人に学ぶ、ゆめ実現推進

事業」は、平成２２年度に続き２回目の開催

で、教育委員会が一生懸命力を入れた大変す

ばらしい事業であり、大変大きな話題を呼

び、保護者の間でもかなり関心の高い事業で

ありました。

私も講師の１人として、子供たちの前で講

演と実技指導をさせていただきましたが、子

供たちの目がきらきら輝いていて、講師をす

る私たちが感動したのを覚えています。

さらに、各学校から子供たちの感想文が数

十枚送られてきました。それを読みますと、

はじめて聞いた、自分が一人でないことに気

がついた、何のために仕事があるのかわかっ

た、ありがとうの大切さを理解したというよ

うな文章でした。中学１年生が未知の分野に

遭遇した瞬間だと私は思います。

私がその現場で直接中学校１年生と出会

い、体験して思いますことは、保護者にも生

徒にも評判のよい、大変すばらしいゆめ実現

推進事業、年１回だけ行事的に開催するので

はなく、年間を通した事業にしていただきた

いと思うのであります。

中学校生活３年間で、自分自身の人生計画

設計図のような作品をつくり、卒業記念品と

して持たせることを考えるべきだと思いま
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す。人生で一番大切な中学校３年間の思春期

に、何のために仕事をするのか、何のために

勉強するのかを考える機会を持たせることが

大切だと思います。

そのことにより、どのような仕事をやりた

いかというよりも、どのような人間になりた

いのかを考えることが、はるかに重要である

と気がつくと思います。

自分自身の２０歳代、３０歳代、４０歳

代、５０歳代、来るべきその未来に自分自身

の人生を想像したとき、中学時代のいじめや

不良行為などは人間として愚かであり、人生

のマイナスであると感じることができます。

やりたいことをやるためには、やらなければ

ならないことがあるという言葉があります。

そこで、質問ですが、今後、中学校３年間

で、人生計画設計図のようなものを授業に取

り組む考えがあるかどうかを伺います。

次に、道徳教育推進教師について伺いま

す。

新学習指導要領のもと、平成２３年度から

小学校に、平成２４年度から中学校に道徳教

育推進教師を置くことになりました。大変す

ばらしいことだと思います。

私がなぜこのような、大変道徳教育が大事

だと感じるかといえば、道徳教育は、ゆめ実

現推進事業の根幹をなす基本中の基本の学問

だと思うからであります。成績がよくても、

難関大学を出ても、人間性がなければ社会に

通用しません。

現実に、最高学府を出て成績優秀とされて

いる教師や弁護士や裁判官が、式典に起立し

たとか、しないとかで裁判しているようでは

話になりません。単に式典を妨害しただけの

話だと私は思います。

どんな学問でも、人の役に立つため、後に

続く人々のために学問があると思います。自

分だけが得をするために学問があるわけでは

ありません。どのような研究でも学問でも、

そこには、おかげさまの心、ありがとうの心

がない学問は、単なる時務学であります。つ

まり、時代によって変わる学問を時務学とい

います。いわゆる方法論であります。その時

務学が分子で、時代によって変わることのな

い人間学が分母でなければならないのであり

ます。

その分母である人間学は、道徳として、日

本古来営々と伝わってきた歴史があります。

夫婦円満、親孝行、兄弟仲よく、友人とは信

義を守り、先輩を敬い、後輩に親切、規律を

守り、謙虚に生活などたくさんの教えがあり

ます。

私が言いたいのは、道徳や人間学を教える

教師は、教師自身がよい人間を目指す教師で

なければならないことであります。今現在、

人間として完成している人はいません。いる

はずもありません。しかし、よい人間を目指

すことはできます。

そこで、質問ですが、三沢市内中学校の道

徳教育推進教師を置くことにより、教育委員

会として、中学校の道徳教育をどのように取

り組むのか、考え方を伺います。

以上で、質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１２番野

坂篤司議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さん御質問の定住自立圏構想問題についてお

答えをいたします。

少子高齢化による人口の減少、住民ニーズ

や行政課題の高度化により、今後の行政運営

はますます厳しくなることが予想されており

ます。

議員おっしゃるように、定住自立圏構想

は、このような状況に対応するため、人口４

万人以上の市を中心市として、その周辺市町

村を含む地域が定住自立圏を形成し、圏域内

での医療や雇用、公共交通といった機能の役

割分担と連携のもと、圏域全体で地域の生活

機能を確保しようとする制度であります。

この定住自立圏構想に取り組む市町村に対

して、中心市に対しては上限４,０００万
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円、周辺市町村に対しては上限１,０００万

円とする包括的な財政措置が講じられること

とされております。

青森県内では、お話がございましたよう

に、八戸市と周辺７町村が八戸圏域定住自立

圏を形成しまして、医療や公共交通の分野な

どで各種の広域事業を実施しております。

また、弘前市でも昨年３月に中心市宣言を

し、周辺７市町村と協定を締結し、現在、定

住自立圏共生ビジョンの策定に向けた作業を

行っております。

当市のこれまでの取り組みといたしまして

は、上十三地域８市町村で構成する上十三地

域広域市町村圏協議会の場で協議・検討を重

ねておりまして、平成２３年２月７日に開催

されました市町村長会議において、当市及び

十和田市がそれぞれ定住自立圏構想に向けた

取り組みを進めることを確認しております。

また、当市では、現在、当該地域における

定住自立圏形成のためのフレームワークにか

かわる協議を十和田市とともに進めていると

ころであります。

当市といたしましては、今後、懸念され

る、いわゆる人口減少社会において、地域住

民の暮らしを守るためには、自治体間の連携

が一層重要になると考えておりまして、この

ために、これまでの広域行政圏を通して綿密

な関係を築いてきた、いわゆる上十三地域の

関係自治体と一体となって、できるだけ早期

に定住自立圏構想を進めてまいりたいと、こ

のように考えております。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の１点

目、野坂議員御質問、お考えの人生計画設計

図の授業での活用についてお答えいたしま

す。

当市では、地域の教育力を児童・生徒一人

一人に還元し、子供の将来にとって社会が求

める学びへの取り組み、社会が求める人材へ

の教育環境アクションプランとして、また、

地域理解から始まり、地域貢献できる人材づ

くりを目指すキャリア教育の創造にもつなが

ることをねらいとして、「仕事に学び、人に

学ぶ、ゆめ実現推進事業」を昨年度より実施

してまいりました。

受講した児童・生徒のアンケートには、専

門家、プロフェッショナルのお話は大変感銘

を受けました、また、より具体的な目標を持

つことができましたなどの感想が多数記さ

れ、児童・生徒にとってあこがれの職業に携

わる皆様のお話は、働くことへの興味や関心

を高めることになりました。

野坂議員さん並びに瀬崎議員さんにも、地

域の教育力として、講師のお１人として大変

お世話になりました。

このことからも、児童・生徒の夢をはぐく

み、夢実現のためには何が必要なのかを体感

できるような場になるよう、人とのつなが

り、きずなを大切にしながら、キャリア教育

を推進してまいりたいと存じます。

児童・生徒が自己のあり方、生き方を考

え、主体的に進路を選択し、社会人、職業人

として自立するための能力を育成するために

は、総合生活力に加え、児童・生徒が主体的

に人生計画を立てて、進路を選択し、決定で

きる能力である人生設計力の育成が必要で

す。

小学校では、総合生活力の育成に重点を置

き、係活動や委員会活動などを通して、決ま

りを守ることや働くことの大切さをはぐくむ

ことになります。中学校では、小学校で培っ

た総合生活力の充実を図り、学年の進行とと

もに、人生設計力の育成の比重が増していく

ことを念頭に、実体験学習を通して現実の社

会について学び、勤労観、職業観を育成し、

将来の目標に向かっての努力や学習の大切さ

を理解させることが大切になります。

教育委員会としましては、各校のキャリア

教育を一層充実させ、子供たちが前向きに自

己の将来を設計できるよう引き続き支援して

まいります。

また、学習指導要領には、特別定められて

いませんが、夢の仕事へ、はじめの一歩から
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の人生計画設計図のようなお考えは、事前指

導・事後指導の効果的な実例であると考えて

おります。

このことから、中学時における進路指導へ

の活用並びに本事業の事前指導において、内

容を周知し、これからのゆめ実現推進事業に

つなげてまいりたいと存じます。

以上でございます。

次に、教育問題の２点目、小中学校におい

て道徳教育推進教師を置くことについてお答

えいたします。

文部科学省は、平成２０年３月に学習指導

要領の改訂を行い、平成２１年４月１日よ

り、道徳教育の推進を主に担当する教師、す

なわち、道徳教育推進教師を校内組織の中に

置くことを決めたところです。

当市では、今年度までに道徳教育推進教師

を置き終えているところであります。教育委

員会としましては、道徳教育推進教師の機能

の充実を図るために、次の３点を行っていま

す。

１点目として、各校の現状や取り組みを把

握し、教師の道徳教育の意識化や具体的取り

組みの促進につなげるため、年度はじめに各

校の道徳教育の取り組み内容についての調査

や道徳に関する全体計画の提出の要請を行っ

ています。

２点目として、道徳教育推進を中心に、全

教師が協力し、一体となり、道徳教育を行う

必要があることから、校長の積極的な働きか

けを促すことを目的として、学校訪問や校長

会等の機会において、道徳教育をさらに充実

させるための指導・助言を行っています。

３点目として、年度末に各校において行っ

てきた道徳教育推進教師の役割や道徳教育の

さまざまな取り組みについて調査を行い、分

析して、その後に、受け手の助言・指導を

行っています。

また、道徳の時間の充実に向けて、校長、

教頭の参加や保護者などのゲストティー

チャーの協力、授業において使用する資料の

選択や発問の吟味、職場体験活動などの体験

活動の充実と、道徳の時間への活用、家庭や

地域社会との連携などをさらに推進させるべ

く、学校訪問や校内研修などの直接的な機会

を含め、指導・助言に努めたいと考えていま

す。

引き続き、道徳教育推進教師の機能を最大

限に生かし、道徳教育の充実を図るために取

り組んでまいりたいと考えています。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再質問させていた

だきます。

私は、自立圏構想を今回質問させていただ

いたのは、先ほども申し上げたとおり、人口

密集がかなり入ってきていると。そして、都

市計画とかいろいろなことを見ても、連携す

るという言葉だけであって、実際どういうふ

うにやっていくのかということがわかりづら

いところがあったので、これをあえて質問し

たわけですが。

例えばというか、これは質問になるわけで

すけれども、今、三沢の駅前が、十和田観光

電鉄がなくなってバスの路線がどうのと、い

ろいろな問題が出てまいります。そうする

と、周辺の町内会とかいろいろな人から話を

聞いてやりましょうという、その周辺の中

に、三沢だけでやるのか。

例えば先ほど言いましたように、小松ヶ丘

で１,３０３人とか、金谷とか、あの地区に

も、大曲地区にもかなりの人がいるわけであ

ります。そういう部分からすると、そういう

ふうな周辺の人たちが入って、いろいろ連携

して話し合いができるのか。そういうことを

感じておりましたので、あの辺の開発に含め

て、そういったことを入れられるのかどうか

というのをまず質問させていただきたいと思

います。

それから、二つ目として、先ほど教育長さ

んが肝いりで始めた夢実現の話は、私は本当

にいいと思って、大事だと思っています。

ただ、私は、ややもすると、キャリアキャ

リアと言って、何の職種とか、そういう方法
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論になってはしないかというのが危惧される

ところなのです。何々の仕事がいい、何々の

仕事がいいではなくて、私としては、自分が

将来幸せになるために職種があるのですよ、

職種があって幸せになるわけではないです

ね。そうすると、職種というよりは、自分が

将来こういうことをしながら幸せになるので

すよという、将来の目標設定、これは中学校

だから難しいと思います。

でも、私の経験では、中学校のときに実は

初恋をいたしまして、絶対あの人と結婚した

いと思ったときに、いい人間にならなければ

無理だと思ったのが中学校１年生ですから。

それで、まず仕事をちゃんとやろうと。これ

は恥ずかしい話でありますが、それは成就し

ませんでしたけれども。

基本的に、中学校１年生、中学校時代とい

うのは、非常に感受性が強いのです。だか

ら、そういう意味でのトラブルもあるし、異

性も、自我も目覚める。そのときに、その時

点において、私の６０歳のときはこうなって

いると逆算していくと、そういったものは、

より現実的で、今こんなことをしていては間

に合わないというぐらいのつもりで勉強が出

てくるのです。

そういう意味で、さっき答弁いただきまし

たが、何かわかりづらい話だったので、そう

いう人生計画設計図をやるのかやらないのか

というのがはっきりしませんでしたので、そ

ういうようなものの指導を強化するというこ

となのか、やるということなのか、その辺を

ひとつお願いします。

それからもう一つ、道徳教育でありますけ

れども、私は、道徳教育というのは、基本的

に、教えるものではなく、みずからがやるべ

きものだと、言葉ではなくて、実行するもの

だと思っております。

その実行の一番大事なことは、会社でいう

と社長です。会社というのは、社長が変わる

と変わるのです。社長が変わって、その会社

が立て直ったというのは、何もドライバーだ

とかのこぎりだとか金づちなどの道具をもっ

て行っているわけではないのです。考え方を

変えているだけなのです。

そこで、その経営者のトップは校長です。

校長がその道徳教育の先頭に立って、せめて

３６時間あるうちの３時間は授業を持つと

か、何かそういう方法論というか、そういう

ことの、校長先生の、積極的にと言いました

けれども、校長先生がどのようにかかわって

いくのかということをお答えいただきたい

と、こう思いまして、再質問を三つ、よろし

くお願いします。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

駅前の活性化構想の検討といいますか、そ

のメンバーに他の自治体も入れたらどうか

と、こういう御質問だったと思います。

現時点では考えておりませんが、ただし、

駅の公共性にかんがみれば、やはり幅広い、

そういう意見も聞くことが大事かなというよ

うなことでありますので、重要だと考えてお

りますので、今後の参考にさせていただきた

いと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 夢実現に伴いまし

て、キャリア教育と、その観点にちょっと強

過ぎるのではないかと、その前にもっと根本

をなすものがあるのではないかという御質問

にお答えいたします。

議員さんおっしゃるように、それが根底に

あると思います。その中で、もちろん夢実現

というのは、根底には道徳というのは必ずあ

るわけで、その中で、例えば低学年、小学校

の１、２年生、小学校の３年、４年、それか

ら小学校の５年、６年、中学校と段階ごとに

きちんと目標を定めております。

その中で、一貫して言えることは、社会の

一員として必ず守らなければいけない行為の

基準、そういうふうなものを、その学年ごと

に、小学校は三つに分けていますが、そうい
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うようなことをきちんと段階を経てやってお

ります。

確かに、その基準については、指導要領に

ありますけれども、その学校の実情に即した

形で進めている状況でございます。

本来であれば、法律等は、その権限がある

人がつくる。ところが、道徳は、親から子へ

と伝えられるものと言われています。そし

て、徳イコール、例えば修養によって身につ

けて、すぐれた品性、また、正しく立派な行

いができる、人から慕われるような人間、そ

して、社会の役割、責任、そして職業を持っ

て、そして自分が充実した生活を送ると、そ

ういうふうなステップを踏んでいくわけで、

先ほど答弁で申しました一般的な生活の指導

から、そして、具体的な進路の、または、自

分の進む道の確立へという形で、系統的に学

習の組み立てをしております。

議員さんが御指摘の形は、今現在行われて

いる形でございます。

具体的にお話を申し上げます。

例えば低学年でいいますと、あいさつなど

基本的な生活習慣、中学年でいいますと、集

団や社会の決まり、高学年でいいますと、法

や決まりの意味の理解、そして、こういうよ

うなものを覚えつつ、そして、中学校、高校

へとつなげていく。

もちろん、高校生になりますと、それは最

終的に、１、２年生で自分の進路に向けての

目的意識がはっきりしておりますので、そう

いうような形に進むという形でとらえていた

だければと思います。

それから、道徳の校長の役割としては、教

育課程の道徳の時間の設定、そして、特別講

師として、校長、教頭の授業の参加。校長は

授業はできません。その時間に校長が特別講

師として講師を務めると、そういうような形

で入るようにお願いをしております。

それから、保護者などのゲストティー

チャーの協力依頼、授業において使用する資

料の選択や指導案の作成をお願いしていま

す。校長から教師へ。それを通して、校内研

修に明確に位置づけることとしています。そ

れを確認するのが校長の役割でもございま

す。

また、さらには、家庭や地域社会の連携に

ついても、推進を図っていくことが校長の役

割として、今、委員会も校長会等に強くお願

いをしているところでございます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再々質問させてい

ただきます。

単純な話でありますので、申しわけござい

ません。

先に市長さんから、今後考えたいというこ

とであって、大変ありがとうございました。

さらに、私はこれを取り上げたのは、いわ

ゆる長靴地区の部分だとか、それから鶉久保

の部分だとか、あの辺がすごい密集地になっ

ているのです。どこからどこまでが三沢で、

どこからどこまでがおいらせ町かわからない

ような状態になってきているので、今後であ

りますが、今後、おいらせ町と六戸町と三沢

市を合わせると７万７,０００人の人口にな

ります。十和田市は６万何ぼです。ややもす

ると、７万人以下の都市というのはなかなか

難しくなってくるのではないかという仮定の

話でありますが、仮定の話には答えられない

と言うかもしれませんが、将来的に、いわゆ

る南町とかあの辺に対して、いつも長靴の問

題で、水の問題とかいろいろなことがあるの

ですが、将来的に、あの地区の解消も含め

て、六戸、おいらせ町、三沢市、言葉も気候

も風土も大変似通っておりますので、将来的

に合併という考え方があるのかどうか。ある

か、ないかでお答えいただければ、考えてい

るとか、いないとか、将来的に考えたいとか

という形でお答えいただければありがたいと

思います。

それから、先ほどの教育長さんのお話です

が、私の質問は、人生計画設計図の、そうい

うふうな教育を授業で取り入れるのですか、

取り入れませんかというだけの話です。それ
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を取り入れたいとか、将来考えたいとか、考

えたくないとか、それでお答えいただければ

いい話です。よろしくお願いします。

○議長（馬場騎一君） 市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたします。

合併云々の話でありますが、私がそのこと

をお話しする場ではないなと思っておりま

す。

考えているのか、いないのかというような

ことであれば、今のところ考えていないと答

えたいと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 再々質問にお答え

します。

人生設計図については、考えております。

今、同じような形で、自分のライフワーク

の設計図、それから、２分の１成人式といい

まして、例えば小学校等でやっていますが、

自分は将来こういうふうになるのだと、中学

校においては、ライフワークの設計図をきち

んとつくって、それが多分、議員さんおっ

しゃるような人生の設計図とほぼ同じではな

いかと認識しております。

ですから、おっしゃるような議論について

は、授業で行います。

○議長（馬場騎一君） 以上で、野坂篤司議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

○１１番（春日洋子君） １１番公明党の春

日洋子でございます。通告の順に従い質問し

てまいります。

はじめに、行政問題の男女共同参画につい

てお伺いします。

昨年発表された男女共同参画白書による

と、日本の国会議員、衆議院議員に占める女

性の割合は１１.３％と世界１８６カ国中１

２１位となっています。スエーデンは４５

％、ドイツは３２.８％です。このことは、

日本がおくれているというより、他の国が積

極的に男女共同参画に取り組んできた結果と

見られています。

一方、女性議員の割合が２０％を超えてい

るイギリスやシンガポールも、以前は日本よ

り低いか、同じ程度の割合でありました。

政府は、２０２０年度までに、議員や民間

企業の管理職など、社会の指導的地位に占め

る女性の割合を３０％にするとの目標を掲げ

ていますが、これまでの現状を考え合わせる

と、非常に難しいのではないかと懸念されて

いるところです。

また、従業員１００人以上の民間企業の課

長級以上を占める女性の割合は７.２％であ

り、その理由としては、男女共同参画に対す

る社会的な意識が低いことや、さらには、女

性が働く環境が整っていない点が挙げられて

います。

日本の場合、女性の就労はＭ字カーブであ

り、出産を機に離職してしまう女性が多く、

その数は７割以上に達しています。出産をし

ても職場に戻れるバックアップの体制は、国

の責任として整備していかなくてはならない

問題ですが、これまでも育児休業の整備・拡

充、病後児延長保育の拡大など、きめ細かな

保育環境の整備に取り組んできましたが、ま

だ十分ではないのが実態です。

１９９９年６月、男女共同参画社会基本法

が成立してから１２年余りの歳月が過ぎまし

た。女性の意識やライフスタイルは大きく変

化してきており、２１世紀は女性の時代と言

われ、女性の社会進出や活躍が目覚ましい印

象を受けますが、先進国の中では、日本の女

性が政治や経済活動、また、意思決定の場に

参加できる率はいまだ低い数値となっていま

す。

男女共同参画社会基本法の前文には、「少

子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我

が国の社会経済情勢の急速な変化に対応して

いく上で、男女が、互いにその人権を尊重し

つつ責任も分かち合い、性別にかかわりな

く、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現は、緊要な課
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題となっている」とありますように、性別や

年齢など異なる価値観を持つ人々が社会参加

してこそ、時代は活力が生まれてくると思い

ます。

本市においても、平成１４年３月に、「み

さわハーモニープラン 男女共同参画社会を

めざして」を策定し、実現するための四つの

基本目標を掲げ、施策の方向性を示していま

す。

計画期間が今年度までとなっていますこと

から、１点目、本市においての男女共同参画

に対する考えと、これまでの取り組みについ

て。２点目、本市の審議会等における女性の

人数と比率について。３点目、市役所女性職

員の人材育成に向けた取り組みについてをお

伺いします。

次に、経済問題の地域ブランド新登録制度

についてお伺いします。

農林水産物・食品は、気候などの自然条件

や地域性を強みにできることから、これまで

各地で地域ブランド化の取り組みが行われて

きました。こうした取り組みは、地域の特性

を生かして、付加価値につなげ、特徴あるも

のや品質の高いものを販売し、消費者の支持

や信頼を得ようとするもので、それにより、

地域の農林水産業、食品産業の競争力強化や

農山漁村の活性化につなげていこうとするも

のです。

地域の自然条件などの特徴を生かした商品

を、大量生産、規格化品と差別化して販売し

ようとする取り組みが１９８０年代ごろから

行われるようになり、１９９０年以降、農林

水産物の輸入自由化の進展と価格の低迷、消

費者の食への安全志向、高品質志向の高まり

等の中で、その傾向が強まったことにより生

まれてきたのが、農林水産物・食品の地域ブ

ランドであり、現在の事例、地域ブランド事

例情報を見ると、その当時から継続的に取り

組まれてきたものが多く見受けられます。

農林水産省では、昨年８月１７日、地名を

冠した農水産品の販売を後押しするため、地

域ブランドの新たな登録制度を導入する方針

を明らかにしました。

２００６年４月に導入された地域団体商標

制度は、その地域の有名な特産品なら、中身

は他の地域と同じでも地域ブランドと認めて

いますが、これに対し、新制度は、地域独自

の生産方法や品質管理により、商品の味や品

質も他地域と異なることが条件となり、登録

されれば専用のマークがつけられ、ブランド

価値の向上が期待できます。

例えば干しガキの場合、天竜川から立ち上

る霧を生かして独特の食感を生み出した長野

県の市田柿などが対象になり、牛の場合も、

その地域で育てられただけでなく、三重県の

松阪牛のように、独自の肥育方法に取り組ん

でいることが条件となります。このほか、北

海道の夕張メロンや新潟県の魚沼コシヒカリ

など、計１００件以上が対象になると見られ

ています。

農水省では、こうした地域ブランド化を支

援するため、農林水産物・食品地域ブランド

化共通基盤構築事業として、農水産品の地域

ブランド化のための知的財産制度関係支援活

動や、農林水産物・食品の地域ブランド確立

に向けたガイドラインの効果検証のための取

り組みを支援しています。

本市においても、こうした動きに注視しな

がら、地域ブランド創出の取り組みを推進し

ていただきたいと願い、その取り組みについ

てお伺いします。

続いて、防災問題の被災者支援システムの

検討状況についてお伺いします。

被災者支援システムは、住民基本台帳との

連携により、避難所情報の管理や罹災証明発

行のほか、仮設住宅、緊急支援物資などを一

元管理できるシステムであります。

総務省は、今回の東日本大震災を踏まえ、

機能改善、操作性の向上など、バージョン

アップを図っています。今後、民間事業者等

の技術力でさらに改良され、自治体の業務効

率化や住民への行政サービスの向上に資する

ものと思います。

本システムに当たっては、危機管理部門の
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みならず、情報政策、消防・防災、住民担

当、福祉担当等が組織を横断的に連携して導

入を進めることにより、その効果を最大に発

揮することができます。平時にこそ災害時の

緊急業務遂行上の効率化と市民サービスの向

上のため、被災者支援システムを導入すべき

と思いますが、その検討状況をお伺いしま

す。

最後に、健康問題についてお伺いします。

女性特有の乳がん検診、子宮頸がん検診の

無料クーポン券事業は、公明党の強力な推進

により、平成２１年度よりスタートいたしま

した。

効果がこれから期待されるという翌年に、

このがん検診無料クーポン券事業の予算を６

割も削減した民主党政権でしたが、そのよう

な厳しい状況下にあっても、本市においては

事業を継続し、女性の健康と命を守る取り組

みをしていただき、心から感謝を申し上げた

いと思います。

さらに、昨年より大腸がん検診の無料クー

ポン券事業も実施していただいており、対象

年齢の皆様には積極的に受診していただきた

いと願うものです。

そこで、１点目に、乳がん検診、子宮頸が

ん検診、大腸がん検診の無料クーポン券の受

診状況と、クーポン券受診者を含むそれぞれ

の検診の受診者数と受診率及び要精検となっ

た人数をお伺いします。

次に、予防ワクチンについてですが、子宮

頸がんは、定期的な検診とワクチンの接種で

ほぼ１００％防ぐことができる唯一のがんで

す。ところが、ワクチン接種費用は、６カ月

以内に３回の接種となり、約５万円と高額に

なります。女性の命を脅かし、妊娠、出産の

機会を奪いかねない子宮頸がんを防止するた

め、本市においても中学１年生から高校１年

生までの女子生徒を対象に、公費助成でこの

子宮頸がん予防ワクチン接種事業を実施して

いただいております。

また、子供の死亡率、重度後遺症の発症率

の高いヒブ・肺炎球菌による細菌性髄膜炎を

防ぐワクチンは、少子化対策の面からも効果

が高く、これらの三つのワクチンとともに、

昨年１０月からは、後期高齢者肺炎球菌ワク

チンの助成が実施となり、高齢者の皆様の健

康と命を守るとともに、将来の医療費削減に

も効果が高いものと思います。

そこで、２点目に、子宮頸がん予防ワクチ

ン、小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチ

ン、後期高齢者肺炎球菌ワクチンの受診状況

をお伺いします。

次に、３点目ですが、日本においては、い

まや２人に１人はがんにかかり、３人に１人

ががんで亡くなるという時代になっていま

す。がん克服が健康保持のための最大課題で

すが、それには何といっても自覚症状のない

うちに、検診で早期発見するしかありませ

ん。

本市においては、これまでもさまざまに工

夫し、努力されてこられたと思いますが、が

ん検診のさらなる受診率向上に向けては、ど

のように取り組んでいくのかをお伺いしま

す。

最後に、ジェネリック医薬品の利用促進に

ついてお伺いします。

ジェネリック医薬品――後発医薬品とは、

新薬の特許期間が切れた後、厚生労働省の承

認を得て、別の製薬会社が同じ成分を使って

製造・販売する薬のことであり、研究・開発

費がかからないため、新薬と同じ効能・成分

でありながら、価格は新薬の２から７割にな

ります。

広島県呉市は、２００８年７月、ジェネ

リック医薬品促進通知サービスを全国に先駆

けてスタートしました。同サービスは、国民

健康保険の被保険者を対象に、医療機関から

提出された医療報酬明細書――レセプトを電

子データ化し、被保険者が使用している薬を

後発医薬品に切りかえた場合の差額を照合し

た上で、薬代が高額となっている上位者を選

び、後発医薬品に切りかえた場合、どれだけ

薬代が安くなるかを知らせる差額通知を郵送

しています。通知を受け取った被保険者は、
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医療機関で通知を提示すれば、後発医薬品へ

の切りかえを求めることができます。

これにより、医療費の削減効果は、年度途

中から始めた２００８年度は９カ月間で約

４,４５０万円、２００９年度は約８,８７０

万円となり、２０１０年度では約１億１,１

４２万円となりました。同サービスが導入さ

れた背景には、急速に進む高齢化により、医

療費が膨らみ続け、保険者である市の財政が

破綻する危惧があったためとのことです。

このように医療費の抑制を図る取り組み

は、呉市のみならず、本市においても財政健

全化に向けた医療費の適正化は大きな課題で

あり、全力で取り組んでいかなければならな

いと思います。

本市においても医療費抑制に効果のある

ジェネリック医薬品の普及率を上げるため、

通知サービスの導入を検討していただきた

く、その取り組みについてお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１１番春

日洋子議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

さん御質問の行政問題のうち、男女共同参画

に対する考えと、経済問題の地域ブランド新

登録制度導入への取り組みについては私か

ら、その他につきましては副市長及び担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

まず、男女共同参画に対する考えと、これ

までの取り組みについてでありますが、近

年、国際化、少子高齢化等により、急速に社

会情勢が変化する中で、真に豊かな社会を築

くためには、女性と男性が対等なパートナー

として社会のあらゆる分野に参画し、喜びも

責任も分かち合う男女共同参画社会の実現は

欠くことのできないことと考えております。

このことからも、三沢市総合振興計画の基

本方針に掲げる６本柱の一つであります「健

全で開かれたまちづくり」の中で、男女共同

参画の目指す姿は、男女の人権がひとしく尊

重され、あらゆる分野で参画する機会が得ら

れるようにするということといたしているわ

けであります。

次に、これまでの当市の取り組みとしまし

ては、平成１２年に、男女共同参画社会の実

現に向けた計画策定のために三沢市民アン

ケート調査を実施し、また、三沢市の政策を

考える女性の会が設置されました。

この女性の会では、１年をかけ、男女共同

参画社会実現のためには、どのような施策が

有効か等の協議を重ね、翌年２月に男女共同

参画社会実現のための提言書をいただきまし

た。

これを受けて、市では、平成１４年に男女

共同参画社会推進計画であります、いわゆる

みさわハーモニープランを策定し、これに基

づき、各分野において各種施策を実施してき

たところであります。

現計画では、お話のように、今年度が最終

年度であるため、地域計画に向けまして、職

員により構成される、みさわハーモニープラ

ン推進会議ワーキンググループ及び一般公募

を含む市民で構成されている、いわゆる市民

ワーキンググループの二つの組織が、既存計

画の見直しと新計画に織り込むべく内容につ

いて、現在、鋭意検討作業を行っております

ので、御了承願いたいと思います。

次に、経済問題の地域ブランド新登録制度

導入についてでありますが、当市の食品に対

する認知度向上及び個性化の推進を図るため

の主な取り組みとしましては、赤とんぼの愛

称で知られるミス・ビードル号のイカ箱ス

テッカーの制作とか、住友化学に開発依頼を

した粒の大きい、ウイルスのない苗の新たな

ニンニクの研究開発、三沢ほっき丼の企画広

報支援などの取り組みが挙げられると思いま

す。

なお、農林水産省では、地域ブランドの確

立に向けた食品開発を後押しするために、平

成１７年度から各都道府県に、それを推進す
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るための協議会を発足させるとともに、平成

１８年度には、地域団体商標制度を導入する

などの取り組みによりまして、地域ブランド

の確立を図ってきたところでもあります。

この制度は、一部地域のみで知られている

商品を地域ブランドとして登録することで、

全国の消費者に広く浸透させることができる

とのねらいから導入が図られた制度で、たと

え中身が他の地域と同じであっても、商品に

地域名をつけることで容易に登録できること

になったものであります。

また、その申請は、農業・漁業協働組合や

商店街振興会など、加入の自由が保障されて

いる団体に限られるものであります。

しかし、登録が容易になった一方で、登録

しても思うような成果が上がっていないとの

御指摘もあり、農林水産省では、昨年８月

に、おっしゃるように、新制度の導入方針を

示し、平成２４年度の法案の成立及び平成２

５年度の制度導入を目指しているところであ

ります。

この新制度では、地域独自の生産方法や品

質の管理等により、商品の味や品質も他の地

域と異なることが条件に示されており、登録

が非常に困難になると見込まれております

が、登録をされるとその価値が格段に増すこ

とも期待されているわけであります。

市といたしましては、新たな制度が導入さ

れることになった場合は、その枠組みや市の

現状を踏まえながら、実現性や効果などを関

係団体とも協議しながら、協働により推進を

図ってまいりたいと、このように考えており

ます。

なおまた、平成２２年度に策定されました

地域ブランド確立に向けたガイドラインにつ

いては、現行の登録制度との関係があいまい

でありまして、登録制度そのものの効果も薄

いとの指摘もあることから、現在のところ、

これを活用した研修会等は行ってございませ

ん。

新登録制度の動向を踏まえ、効果があると

判断されれば、あると思いますが、今後、ガ

イドラインの活用も図ってまいりたいと考え

てございます。

なお、当市には、御案内のように、基地が

所在することによりまして生まれた国際色豊

かな文化や世界初の太平洋無着陸横断飛行、

日本初の民間洋式牧場の開牧等、全国に誇れ

る歴史、あるいは小川原湖の夕日、仏沼の自

然等の他地域にない魅力的な資源もたくさん

ありますので、食品に限らず、これらの資源

を活用して、三沢市全体のブランド化あるい

は個性化等、魅力の向上を図っていくため、

長期的な視点に立ち、継続して取り組んでま

いりたいと、このように思っております。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） まず、行政問題、

男女共同参画についての第２点目、審議会等

における女性の人数と比率についてと、第３

点目の人材育成の取り組みについて、一括し

てお答えを申し上げます。

まず、本市の審議会等における女性の人数

と比率についてでありますが、平成２３年度

現在、三沢市総合計画審議会など２４審議会

において、委員総数３００名のうち女性委員

数は６９名で、全体の２３％となっておりま

す。

また、教育委員会や選挙管理委員会などの

５行政委員会等では、委員総数３３名のうち

女性委員数は６名で、１８.６％となってお

ります。

本市における現状は、国の示す社会のあら

ゆる分野において、２０２０年――平成３２

年までに指導的地位に女性が占める割合が少

なくとも３０％になるよう期待するという目

標には届いておりませんが、今後とも市のあ

らゆる施策に男女共同参画の視点が反映され

るよう、関係機関や団体等に対し、機会ある

ごとに女性の推薦について協力を要請し、女

性委員のさらなる登用に取り組んでまいりた

いと考えております。

次に、女性職員の人材育成に向けた取り組

みについてでありますが、市職員の人材育成
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については、平成２１年１月に改定しました

三沢市人材育成基本方針の中で、男女間格差

のない人事配置の推進を掲げており、男女の

区別なく、保有する能力を多様な分野で発揮

できるよう人事配置に努めるとともに、女性

職員の職域拡大や管理職員等への登用を一層

推進することとしております。

具体的な取り組みといたしましては、女性

職員の育成と能力の活用を図る観点から、幹

部候補生を養成する自治大学校への派遣や女

性リーダーの育成研修のほか、研修講師の育

成にも力を入れ、現在は職員研修の講師を務

めるに至っているところでございます。

また、組織におきましては、管理監督職員

への登用を進めるとともに、幅広い分野のポ

ストに積極的に配置し、能力の活用を図って

いるところであり、今後においても、なお一

層女性職員の人材育成に努めてまいりたいと

考えております。

次に、防災問題についてお答えを申し上げ

ます。

被災者支援システムとは、ただいま議員さ

んから御紹介がありましたように、災害が発

生した場合において、住民の方々の被災状況

や避難先などに関する被災者情報や支援物資

等のきめ細やかな情報を一元管理する情報管

理システムであります。

当市では、議員さんの御質問を踏まえ、本

システムの利用について、被災者支援システ

ム全国サポートセンターに申請し、運用に必

要なインストールキーを取得し、システムの

デモを実施するなど、研究を行ったところで

ございます。

その結果として、本システムを利用するこ

とにより、被災者の世帯、被災内容、避難状

況、罹災証明書の発行等に必要な多くの被災

者情報や、避難所で必要とする支援物資の在

庫情報等、被災者支援に必要な情報を一元管

理でき、その情報を職員が共有できることか

ら、迅速な被災者支援対応が可能になるもの

と考えております。

また一方、運用面においては、災害発生時

に必要な最新情報を常に把握し、正確かつス

ピーディーに出入力することが必要でござい

ます。操作が非常に難しいことや、全職員が

システム操作を熟知するにはかなりの訓練期

間を要すること、ふぐあいが生じた場合の対

応が難しいことなど、課題も認められるとこ

ろでございます。

このように、被災者支援システムの導入を

図ることは、災害対応にとってメリットもご

ざいますが、運用面における課題もあり、現

在、職員で構成されている東日本大震災の災

害対応全般について調査・研究・分析を行っ

ている災害対策ワーキンググループによる活

動を通して、運用している他の自治体の状況

やシステム運用に係る避難所運営体制、情報

収集体制、問題点等について、さらに研究し

てまいりたいと、このように考えておりま

す。

次に、ジェネリック医薬品の利用促進につ

いてお答えを申し上げます。

三沢市の国民健康保険者としてのジェネ

リック医薬品の利用促進の取り組みといたし

ましては、国民健康保険の被保険者に対し

て、平成２２年度からジェネリック医薬品の

希望カードを作成し、カードを医師または薬

剤師に提示することで、患者本人の意思表示

ができるようにしており、国民健康保険の保

険証の更新時に保険証と一緒に郵送をしてお

ります。

これまでは患者本人が意思表示を行い、そ

れに対し医師が了承し、処方せんに署名する

ことで切りかえ可能となっておりましたが、

現在は、医師がジェネリック医薬品の利用を

認めない場合に限り、処方せんに署名するこ

とに変更されたことから、以前より利用しや

すいようになり、患者側の立場に配慮したシ

ステムとなっております。

御質問のジェネリック医薬品の差額通知

サービスの導入は、新薬からジェネリック医

薬品への切りかえをさらに促進させることに

なり、医療費の抑制効果が期待されるところ

であります。
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したがいまして、ジェネリック医薬品の差

額通知サービスの導入につきましては、来年

度から、２４年度から青森県国民健康保険団

体連合会で実施する予定となっておりますこ

とから、当該業務を当市においても委託する

方向で実施したいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

１点目についてお答えいたします。

当市では、４０歳以上を対象の市民がん検

診に加え、がん検診推進事業として、特定の

年齢の方に対し、個別に検診手帳の配付や無

料でがん検診を受けられるクーポン券を交付

し、受診率向上を目指しております。

今年度は、従来の子宮がん、乳がん検診に

大腸がん検診を追加して、受診勧奨をしてお

ります。

クーポンを利用した受診状況ですが、どの

検診も集団及び委託機関における個別検診を

実施し、今年度の受診率は、子宮がんが約２

２％、乳がんが約２５％、大腸がんが約２０

％を見込んでおります。

さらに、クーポン券利用者を含めた、市が

行うがん検診の受診率につきましては、胃・

大腸・肺がんの集団検診では、前年比１００

から１７０名ほど増加しておりまして、委託

機関で行う個別検診は３月３１日までの期間

となっておりますが、最終的な受診率は、胃

がん検診約２４％、大腸がん検診約２８％、

肺がん検診２６％を見込んでおりまして、前

年度と比較し増加するものと考えておりま

す。子宮がん検診は約２６％で、前年並みで

ございまして、乳がん検診は約３１％とな

り、前年より増加の見込みとなっておりま

す。

また、検診の結果、要精検となった方は、

１２月末現在で、胃がん検診２７２名、大腸

がん検診８４名、肺がん検診４３名、乳がん

検診６０名、子宮がん検診２５名となってお

りまして、精密検査受診のための紹介状を送

付し、受診勧奨を行ってまいりました。

続きまして、健康問題の２点目でございま

す子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、

小児用肺炎球菌ワクチン、高齢者肺炎球菌ワ

クチンの予防接種の接種率につきましてお答

え申し上げます。

子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、

小児用肺炎球菌ワクチン接種事業につきまし

ては、当市は平成２３年度から国の補助を受

け、予防接種法に基づかない任意の予防接種

事業として実施してまいりました。対象は、

子宮頸がん予防ワクチンは、中学１年生から

高校１年生の女子、ヒブワクチン、小児用肺

炎球菌ワクチンは、生後２カ月から５歳未満

のお子さんとし、対象者全員に個別に通知を

行い、無料で実施しております。

平成２３年１２月末までの接種率は、子宮

頸がん予防ワクチンは、全体では約７９％、

特に、中学３年生と高校１年生では約８１％

と高い接種率となっております。ヒブワクチ

ンと小児用肺炎球菌ワクチンは、全体では約

４６％となっておりますが、１歳未満児では

約６４％、２歳未満児では約５８％、３歳以

上５歳未満児では約３９％と、年齢の低いほ

ど接種率が高い状況となっております。

また、高齢者肺炎球菌ワクチンの予防接種

につきましては、７５歳以上の後期高齢者医

療被保険者の方々などを対象にいたしまし

て、無料で実施しております。平成２３年１

２月末での接種率は約１７％となっており、

平成２４年２月１日現在の接種を希望する申

請者の数は１,０２１名で、対象者の２２.４

％となっております。

続きまして、健康問題の３点目、がん検診

のさらなる受診率向上に向けての取り組みに

ついてお答え申し上げます。

まず、検診体制としましては、従来の土日

を含めた検診日の設定のほか、今年度は、新

たに北部地区の新森集会所でも集団検診を実

施いたしました。受診者は９０名でしたが、

初回受診者がふえ、病気の早期発見にもつな

がっており、２４年度も引き続き北部地区で

の検診を予定しております。
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そのほか、受診の必要性を理解していただ

くために、対象者への個別通知、広報みさわ

や市のホームページをはじめ、地区における

健康相談、健康教育など、がん検診時の待ち

時間を利用いたしまして講話等を実施し、普

及に努めてまいりました。また、未受診者に

対しましては、電話やはがきによる個別勧奨

も呼びかけております。

このように、さまざまな取り組みをしてい

るものの、検診受診率は、国で掲げておりま

す受診率５０％に達していないのが実情でご

ざいます。

その原因として考えられるのは、集団検診

の実施機関が限られていること、社会保険加

入者の受診が減っていること、それから、数

種類のがん検診を同日に実施できる市内の医

療機関が限定されていること、また、受診対

象者の検診に対する関心度の違いや、勤務体

制により受診できないなどが挙げられます。

今後の取り組みといたしましては、これま

での７５歳以上の検診料金無料に加えまし

て、２４年度は、市独自に６５歳から７４歳

の方々につきましても無料化を予定してお

り、このことにより、６５歳以上のすべての

がん検診が無料で受けられ、受診率向上につ

ながるものと考えております。

また、広く市民に検診の必要性を理解して

いただき、検診受診を推進するための有効な

手段の一つとしての健康フォーラムなどの開

催が考えられますが、今後は、市立三沢病院

や三沢地区医師会等の関係機関と連携を図り

ながら検討してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １１番。

○１１番（春日洋子君） 再質問を２点お願

いいたします。

男女共同参画についてでありますけれど

も、市長より、三沢市においての大綱的な取

り組みをお聞きいたしました。私は、この１

０年間、平成１４年３月から、このプランを

策定した後、どのようにこの１０年間を総括

されたのか、そして、今後の行動計画にどの

ように反映しようとしているのかということ

を、まず、そこが大切ではないかと思いまし

て、お伺いしたいと思います。

また、他市におきましてですけれども、男

女共同参画プランを策定後、推進条例を制定

し、また、途中でそのプランを改定する、ま

た、それをもとに推進に取り組んでいるとい

うような事例もございました。

この１０年間、本市におきましては、これ

までの１０年間ですけれども、プランの取り

組みに対する総括、毎年、前年度の実施状況

を調査し、また、進捗状況はどうであった

か、そういう報告書として取りまとめたり、

また、広報でお知らせする、市のホームペー

ジなどで公開しているというような取り組み

はなされたのでしょうか。もしなされていな

かったら、今後の取り組みにしていただきた

いと望み、お聞きしたいと思います。

さらに、福岡県八女市におきましての取り

組みですけれども、八女市では、２００７年

に八女市男女共同参画都市を宣言されまし

た。そして、以後、男女共同参画に対する情

報誌の発行や講演会を開催するなど、男女が

ともに個性や能力を発揮できる社会を目指す

という、大変な盛り上がりを見せている八女

市の取り組みも拝見いたしましたけれども、

市ではこのようなものはお考えにあるか、お

聞きしたいと思います。

審議会の人数、また、比率につきまして

は、副市長からお伺いし、理解いたしました

けれども、私は、今後の新たな審議会の委員

の登用についてですけれども、ほとんどハー

モニープランの時期に、また、提言書の会議

を重ねていただいた市民ワーキンググループ

の方々の会議の開催も、平日の日中でありま

した。私は、今後の課題としましては、より

多くの若い世代、青年層の意見を、積極的に

取り組んでいく必要がないかというふうに

思っているのです。

若い方は、お仕事もされており、なかな

か、例えばこういう審議会に公募等で呼びか
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けられても、そういう制約があるために、委

員としてここに積極的に応募するということ

も後ろ向きになるかと思いますけれども、も

し可能であれば、審議会の内容の開催が可能

なものであれば、例えば平日の夜間ですと

か、休日に開催するなどの方向を検討され

て、多くの若い世代の方々も参加しやすい環

境をつくることが必要ではないかというふう

に考えていますので、このところの御所見も

伺いたいと思います。

最後にですけれども、がん検診の受診率向

上について、健康福祉部長から、これからま

た大きな効果を上げるための取り組みを考え

ていただいていることに対して、非常にあり

がたく思っておりました。

１点ですけれども、これも長野県飯田市の

取り組みなのですけれども、低迷しているが

ん検診の受診率向上に大きな効果があった取

り組みなのですけれども、本市におきまして

は、対象年齢の方に個別通知をされ、またさ

らに電話等で、大変な労力を使って保健師さ

ん方が努力をされていることを、私もよく理

解しておりますし、感謝を申し上げていると

ころであります。

長野県飯田市では、がん検診申込書を全世

帯に郵送されているのです。この結果、受診

者が従来の２倍に上がったということであり

ました。それは、目指しているのは、家族ぐ

るみでがん検診に取り組むということを大き

なテーマにされているのです。申込書には、

家族全員のお名前があって、お一人お一人が

どのがん検診の対象なのかがわかりやすく表

示されておりまして、家庭でこの申込書をみ

んなで見て、それで、あなたはこの検診の対

象者だねということで、家族そろって積極的

にがん検診に行こうよという、こういう取り

組みをされたのが大きな効果につながったと

いうことでした。

飯田市では、市民総健康、また、生涯現役

という、そういう目指した独自の地域健康ケ

ア計画を始めて、その重点プロジェクトの一

つが全世帯にがん検診の申込書を郵送してい

るというようなことで、これはまた容易には

できないことかもしれませんけれども、今後

の検討事項として、本市としてもこのような

取り組みはいかがかと思いまして、お聞きし

たいと思います。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

副市長。

○副市長（大塚和則君） 平成１４年にハー

モニープランを作成した、その総括をどう考

えているのかということに対してお答えを申

し上げます。

次期プランを作成するために、ただいま

ワーキンググループで、現在のハーモニープ

ランの内容について精査をしていただいてお

ります。もう一つは、市民ワーキンググルー

プもございまして、職員のワーキンググルー

プ、市民ワーキンググループの中で、現在の

ハーモニープランの取り組みがどうであった

のかというものを検証していただいて、それ

を次期計画に反映させたいというふうに考え

ております。

市といたしましては、それでもって全体の

状況を十分把握した上で、次期プランに向け

ていきたいというふうに思います。

それから、ホームページに市として計画そ

のものを掲載しているのかということについ

ては、これは市のホームページに掲載をいた

しております。

それから３点目の、審議会等の時間が、ど

うも日中とか、参加しにくい体制もあると。

委員の皆さんが参加しやすい時間帯というも

のを考えてもらえないのかという御質問でご

ざいますが、審議会等は、できるだけ多くの

方々、各層から委員になっていただいて、御

意見を伺うということが審議会の趣旨でござ

います。そういった観点から、各層の方から

審議会の委員にお願いをしております。

その中で、それぞれやはり時間帯がござい

ます。共通の時間帯というものがございま

す。ですから、ある人にとっては、それがい

い時間帯であり、ある人にとっては、それは
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都合が悪い時間帯、それらのこともございま

す。できるだけ多くの方々に審議会の委員に

なっていただいて、多くの意見をいただきた

いというふうに考えておりますので、今後の

検討課題にさせていただきたいというふうに

思います。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 男女共同

参画のうち、残り三つをお答えしたいと思い

ます。

平成１４年にハーモニープラン作成後、１

０年間で具体的に何をやってきたのかという

ことでございますが、平成１５年、１６年度

には、女性一日市長の開催を行っておりま

す。このことによりまして、市職員の意識啓

発等を行いました。平成１７年度には、女性

模擬議会を行っております。平成１８年度に

は、市長と女性の懇談会を行っております。

平成２０年度には、男性料理教室「おやじの

キッチン」の開催を行っております。平成２

１年度は、みさわ女性まちづくり講座「ま

ち・きらきらセミナー」を開催しておりま

す。２２年度には、先ほど答弁にもございま

したが、男女共同参画社会に関する市民アン

ケートの実施を行っております。２３年度で

ございますが、これも答弁にございました

が、現在、ワーキンググループが立ち上がっ

て、検討の作業を行っているということでご

ざいます。

八女市の取り組みですが、これはちょっと

今、資料等ございませんので、調査させてい

ただきたいと思います。

それと、個別の施策についてローリングを

行っているのかということですが、会議の都

度は行っておりますが、ローリングという

形、正式に行っておりませんので、今後、検

討させていただきたいと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

再質問についてお答え申し上げます。

今、議員さんのほうから御提案ありました

ことにつきまして、担当部署の健康推進課職

員は検診率を上げるために、いろいろとあの

手この手、いろいろ努力してまいってきてい

るのが現実でございます。

先ほど申しました受診率は現実の問題でご

ざいますので、それらを踏まえまして、今、

議員さんから長野県飯田市の例を挙げられま

したので、これにつきまして十分内容を調査

し、また、研究して、今後の受診率アップに

つなげていきたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、１１番春日

洋子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番太田博之議員の登壇を願います。

○９番（太田博之君） ９番みさわ未来の太

田博之でございます。それでは、通告に従い

まして一般質問をさせていただきます。

はじめに、健康問題、がん検診の受診率に

ついてでありますが、ただいまの春日洋子議

員からの質問と重複しており、この中の答弁

で、ほとんど私の目的が達成されたと判断い

たしましたので、あえて重複した質問は避

け、この場をもって、この健康問題の質問に

対しては取り下げさせていただきますので、

皆様の御理解をいただきたいと思います。

それでは、教育問題の生涯学習について伺

います。

私は、種市市長が掲げる「人とまち みん

なで創る 国際文化都市」の実現に向け、生

涯学習社会を構築することは必要不可欠な施

策であると確信するものでございます。一人

でも多くの市民が学習をしつつ、さらに、学

んだことを人づくり、まちづくりに生かして

いく、そして、生涯学習を通じて、より充実

した人生を送ること、より住みやすいまちを

つくることにかかわっていく、そんな生涯学

習社会を目指していくことが、三沢市のある

べき姿の一つの形だと思うのであります。

さて、それでは、三沢市民のうちどれほど

の市民が生涯学習に参加しているのでしょう
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か。そこで、教育委員会生涯学習課に尋ねて

みたところ、それぞれの研修や講座に参加し

た人数だけはわかりましたが、私の問いであ

る生涯学習に参加している三沢市民の数はわ

かりかねるとのことでありました。

要するに、これまでの考え方は、生涯学習

へ参加した際に、延べ人数は、結果として把

握することの必要性はあるが、実人数の把握

の必要性を感じていなかったということにな

るのではないでしょうか。本当にそのような

考え方でよいのでしょうか。

私は、これまで４年間、みずからの政策を

マニフェストとして掲げ、活動してまいりま

した。選挙公約とマニフェストの大きな違い

は、その政策の実現に当たって、明確な数値

目標を立てることにあります。実現までの期

日や目標達成数値を明確に市民の皆様と約束

をして、それを工程表に落とし込み、１年ご

とに評価と検証を繰り返す、いわゆるマニ

フェストサイクルを回していくことが、より

市民の政治への関心を高め、かかわり合いを

強くしていける、そんなマニフェストの利点

を私は信じて疑いません。

今回、この疑問に突き当たったのは、まさ

に一人でも多くの市民に生涯学習に参加して

いただきたい、本当にそういった意味からの

素朴な質問なのであります。

現状の数値から目標数値を掲げること、こ

れは本当に大事なことだと思います。理想を

言わせていただければ、三沢市の人口約４万

２,０００人のうち、２０代の参加率は○○

％で○○人ですというように、各年代の参加

率及び地域別参加率等を把握することが、今

後の生涯学習社会を構築する上で重要なので

はないでしょうか。これは、とりもなおさ

ず、一人でも多く参加する対策の大きな要因

になるからです。

現状分析の伴わない対策は、どれだけの効

果を発揮できるのでしょうか。また、事後の

検証から、その影響をどのように把握するこ

とができるのでしょうか。私は、これまでの

参加者の把握の方法について非難するつもり

は毛頭ございません。

ただ、繰り返しになりますが、一人でも多

くの市民の皆様に生涯学習に参加していただ

くための方策を、より効果的に立案できる重

要な情報源だと思うからであります。

そこで、お伺いいたします。生涯学習は、

三沢市のみならず、ＰＴＡはじめ各種団体が

それぞれの研修目的を定め、年間相当数の研

修や講座がございます。そのうち、三沢市の

実施、後援する事業について、方法論はさて

おき、参加者の情報を収集し、その情報を今

後の生涯学習社会の構築に向け活用していく

お考えがあるか、お伺いをいたします。

最後になりましたが、私が目指す生涯学習

社会の一つの目標となるのが、静岡県掛川市

の生涯学習の取り組みです。平成１９年１２

月２１日に制定された掛川市生涯学習都市宣

言を紹介して、私の質問を終わります。

掛川市生涯学習都市宣言

Ⅰ 掛川市民は

少しでも多く幸せを実感するために

健康で生甲斐をもって生きていくため

に

いろいろな職業や

コミュニティー活動、文化・スポーツ

を通じて

自分はなんだ、お互いは何をなすべき

かと

いつも問いかけ合いながら

一生涯学びつづけていこう

Ⅱ 掛川市は

志の高い田園都市となるために

農業を抱え込んだ

緑あふれる都市となるために

多様な施策メニューをもつ

福祉・レクリエーション都市となるた

めに

掛川市全域を美しい公園や

大学キャンパスのようにして

お互い、生甲斐を

引き出し合い連携する都市を創ろう

Ⅲ 掛川市民と掛川市は
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後代への責任を果たすために

環境を守り行財政を計画的に運営し

みんなで、風格ある人間、愛情ある家

庭

村格ある地域、都市格ある掛川市をめ

ざし

海と山と街道と報徳の掛川学をじっく

り

展開していこう

そしてゆったりした豊かな生涯学習社

会を

構築していこう

Ⅳ 以上、このようなことが

健康長寿と安心・安全を得るために

極めて大切なことだと思うので

生涯学習都市を宣言し実践しよう

終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの９番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育問題の生涯学

習についてお答えいたします。

市民が自己の向上を目指して、生きがいの

ある生活を送るとともに、人々のつながりを

大切に、豊かで住みよい地域社会をつくり出

すことができるよう、一人一人の生涯学習と

社会参加を実現する社会教育が求められてお

ります。

こうした中、本市では、三沢市総合振興計

画において、生涯学習の推進を掲げ、指導者

人材バンクへの登録など、生涯学習のまちづ

くりの推進や体験学習事業など、地域の力を

市民に広げる事業を実施しております。

議員さん御質問の、市民がどの程度生涯学

習活動に参加しているかわからない現状にお

いて、一人でも多くの市民が参加するための

施策については、生涯学習事業の分野も多岐

にわたっております。指導者として参加され

る方、自身の習い事の一環として参加される

方、あるいは公民館や図書館の入館者、文

化・体育施設の利用者など、分野ごとに数値

を把握し、地域活動の指導者、コーディネー

ターの養成など、各事業に反映しておりま

す。

そして、現状を分析し、必要とされている

施策を展開していくことは、三沢市の基本理

念「人とまち みんなで創る 国際文化都

市」を実現する上で重要であると認識してお

ります。

市といたしましては、今後も施設来場者や

各講座参加者等の年齢構成や特性の把握を

し、また、各分野ごとのアンケート等におい

て市民ニーズを踏まえて、体系的に学べるプ

ログラムや学んだことを教えることができる

指導者の養成など、一人一人の主体的な学習

と社会参加の推進を図る生涯学習の実現に努

めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ９番。

○９番（太田博之君） 前向きな御答弁をい

ただきまして、大変どうもありがとうござい

ます。

まさに、生涯学習について調べて、研究す

ればするほど、やはりまちづくりの根本とな

る要素というのがどんどん見えてくるような

気がしてなりません。ですから、生涯学習を

積極的に進める。今まさに教育長もおっ

しゃった、一人でも多く参加できる生涯学習

社会の構築といったものに関して、同じ共有

をできていたということに関して、大変私は

うれしく思っております。

そこで、これから調査をしていくと、どこ

の年代が弱いのか、なぜ弱いのかというとこ

ろが見えてくると思います。

あともう１点、地域別、この地域の方々は

すごく積極的な地域なのだけれども、ある地

域に行くと、それだけの年代層がそろってい

る、いわゆる参加率の高い年代層がそろって

いるにもかかわらず、生涯学習の参加率が低

いとか、たまたま出てくると思うのです。そ

れに対しても、その数字を一つの現状として

とらえ、新しい目標値を設定しながら、新し

い施策を繰り返していけるという方向はいい
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のですけれども。

そうなったときに、例えば、ひとつ市民に

自覚を促すといいますか、一つのＰＲポイン

トとして、そういった数値がもしも出たとき

に、例えば何々町の生涯学習の参加率は、地

区でもいいです、何々町と個別に小さくした

ロムで語ってしまうといろいろ語弊がありま

すので、何々地区、何々地区と大きな面でと

らえたときの数値が出たときに、そういった

意識を促すために、そういった数値は公表で

きるものなのか、その辺のところだけ１点お

伺いしたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 目標を定める上

で、統一的な指標の把握等の自己分析から必

要と思われるとの質問と受けとめての回答と

いたします。

具体に今、太田議員さんがおっしゃったよ

うな指標については、こちらでは持っており

ません。多くの市民が、だれでも、いつで

も、どこでも、どんなことでも学ぶことがで

きる生涯学習環境づくりを推進する上で、現

在、統一的な関係指標としては、指導者登録

名簿登録者数、それから指導者登録団体数、

指導者派遣事業受講者数、各種講座の参加

数、これは三沢市、県においても同じでござ

います。

ただ、各自治体との比較、広域的な展開と

して、全県一区で実施されているもの等につ

いては把握しております。

今後においては、各事業の参加数等を分析

して、活動環境の整備、または大学等にも、

または県等にも講師依頼等をしております。

そういうようなことも観点として、評価・改

善をして、各種生涯学習の向上に努めてまい

りたいと思っております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、９番太田博

之議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時５４分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（馬場騎一君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（小比類巻雅彦君） 議長を交代し

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

１７番山本弥一議員の登壇を願います。

○１７番（山本弥一君） １７番山本弥一で

ございます。ただいまより、通告に基づきま

して一般質問をします。

まずはじめに、政治姿勢問題からでありま

す。

１,０００年に一度の規模と言われる東日

本大震災では、被災された方々の高いモラル

と忍耐強さを世界の人々が驚きと好意を持っ

て受けとめてくれました。戦後、焼け野原と

なった日本を短期間で復興させたのは、まじ

めできちょうめんなＤＮＡと不屈の魂を持つ

日本人の政治力と技術力と勤勉さでありまし

た。

今回の人災とも言われる原子力発電所の事

故は、日本列島のどこで起きてもおかしくあ

りません。原発にかわる電力確保の道は、国

民とともにあらゆる方策を考えていくべきで

あります。

日本の企業には高い技術力と資本力と人材

があります。今、大切なのは、その場の感情

や利害関係に左右されず、大きな視野に立っ

た政治力と経済政策であります。このかじ取

り次第で、デフレを克服し、経済成長を正常

に戻していくチャンスとなります。そして、

東北地方が新しい機能を持ったモデル地区と

して生まれ変わる日もそう遠くないと考える

ものであります。

本日は、このことを踏まえ、脱原発と電力

確保への取り組みについてお伺いをいたしま

す。

現在、人類は、急速に進歩した科学技術の

おかげで、かつて見たことのないほどの繁栄

を享受しています。便利な電化製品や自動車

並びに飛行機をはじめ医療など、我々の祖先
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が夢にも想像できなかったものばかりであり

ます。

だが一方で、科学技術は社会に大きなひず

みを生み出しています。それは、廃棄物問題

をはじめ、化石燃料の大量消費による環境問

題であります。これらの問題は、被害者であ

る住民自身が加害者でもあるため、解決がな

かなか進まないのが実情であります。本来、

人間の幸せのために生まれたはずの科学技術

が、どうしてこんな状態をもたらすように

なったのだろうか。

だがしかし、科学技術は、一方では、種々

の汚染の原因を究明したり、防災や被災者の

救援などに大きく貢献してきたのも事実であ

ります。それだけに、我々は人間の生存を確

保し、よりよい環境を創造していくために、

より一層科学技術を利用することが期待され

ます。

既に民間では、これらの時代に企業が生き

残るための環境主義経営が導入されつつあり

ます。今こそ行政も人間性や生活を重視した

環境行政の展開が求められています。

原子力発電所は、現在、全国に５４基が設

置されています。本県にも東通に設置されて

いるほか、六ヶ所には核燃料サイクル施設が

あります。昨年３月１１日発生したマグニ

チュード９.０の地震による津波で事故が起

きた東京電力福島第一原子力発電所は、昨年

１２月に原子炉が冷温停止に達したが、政府

は、原子力発電所を４０年で廃炉にするが、

例外的に２０年の延長を決める方針を明らか

にしています。

しかし、原子力発電所の事故の恐ろしさ

と、被災した住民の苦労ははかり知れませ

ん。事故の教訓として、原発利用を大前提と

せずに、脱原発へ向けた取り組みを加速さ

せ、太陽光利用などの再生可能エネルギー確

保策を急ぐべきであります。このことが、

今、原子力発電所一辺倒の政策からの大転換

が国民から問われております。

なぜならば、一般的に原発はコストが安い

とのイメージが宣伝されて、積極的に推進さ

れてきました。だが、専門家からは、１キロ

ワット当たりの経費は、原発が１０円２５銭

と高く、火力発電所は９円９１銭で、また、

水力は７円１９銭との試算も出されていま

す。試算では、技術開発コストや立地対策費

なども含めたもので、従来の原発のコストが

安いとの通説を崩すものであるからでありま

す。

原発設置は、各地域で賛成派と反対派が地

域を二分してきた歴史があります。原発を受

け入れた理由はさまざまだが、しかし、受け

入れの前提として、絶対安全がありました。

その点を、この東京電力福島第一原子力発電

所の事故を受け、考えなければなりません。

今回の事故で安全神話も崩れ、原発は安い

との通説は一つ一つ見直しが必要であり、今

後は、脱原発へ向けた再生エネルギーの確保

策が重要課題であります。

昨年夏の電力不足を節電で何とか乗り切り

ました。この結果は、皮肉にも原発なしでも

やっていけるのではないかとの証明にもなり

ました。産業界は大きな苦労をしたが、結果

的に見れば、エネルギー確保も大きく変化し

てきています。

脱原発の代案の一つとして、再生エネル

ギー確保法が７月に施行されて、今後の取り

組みの拡大が期待されています。

現在、我が国の再生エネルギーの利用率は

ごくわずかでありますが、これは国が原発優

先でエネルギー政策を進めた結果でもありま

す。我々は、利用率の低さを理由にして、再

生エネルギーを過小化して原発利用に固執す

るのは大きな問題があります。

ドイツでは、再生可能エネルギーの割合は

２０００年にたった６.４％であったのが、

２０１０年には１６.８％に引き上げていま

す。これは、いざとなれば脱原発も不可能で

はないことを示し、脱原発は、やればできる

ということを証明しています。

原発にかわるエネルギー確保は簡単ではあ

りませんが、だが、原発の道よりはいいとい

う将来展望を描き、これに向けて一歩でも前
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進することが重要であります。したがいまし

て、これまでの原発推進を前提としたもので

あってはならないと考えるものであります。

よって、科学技術を十分に利用し、人間と

環境が調和するまちづくりを目指し、単に自

然保護や汚染の規制といった個別的な目標に

とどまらず、資源やエネルギー等、環境に優

しい社会を形成することが重要課題でありま

す。

科学技術は、それを利用する人間次第で善

にもなれば悪にもなります。我々住民や企業

の協力を得ながら、豊かな都市生活の実現を

目指さなければなりません。緑豊かな自然や

きれいな空気や水など、子孫に残すべき義務

があります。地球そのものが危機にさらされ

ている今こそ、総力を挙げて取り組むとき考

えます。

世界的な規模で環境保全対策が進められて

いる中で、青森県では、新エネルギーの中で

も、特に太陽エネルギーの有効性を図るた

め、２００９年、青森県太陽エネルギー活用

推進アクションプランを策定し、重点施策と

してメガソーラーの誘致に取り組みを行うこ

とから、本市は、集団移転跡地や農業後継者

不足による不耕作地等、広い面積の遊休地が

あることから、県への重点要望の一つとし

て、太陽エネルギーの活用を図るメガソー

ラーの太陽光発電関係の企業を誘致し、製造

や設置、そして保守などを一体的に行うとと

もに、地元雇用の創出や地域経済の発展を目

指すため、積極的に取り組むとしているが、

誘致に向け、どのような積極的な活動を展開

してきたのか。はたまた、その実現の見通し

について、はじめに答弁を求めるものであり

ます。

次に、行政問題の第１点目、税の公正な滞

納への取り組みについてお尋ねをいたしま

す。

地方自治体の行財政権は、地方自治の本旨

に基づき、法制度化されて保障されている

が、特に地方自治体の自主的な財源調達の機

能を保障したのが現行の地方税制でありま

す。

しかし、厳格かつ公正に課税されたもので

ありながら、一部の納税者の理解が得られな

いまま、毎年のように滞納繰り越しがありま

す。結果的には、完納者との負担の公正や均

衡を阻害することに相なっているので、滞納

処分については厳しい姿勢で取り組み、厳正

な措置をとることは言うまでもありません。

租税は、本市の公共施設や公共的サービス

並びに福祉の充実など、市民生活の基盤を整

備する費用として、公正に分担しようとする

もので、そこには、いささかも不心得者の行

動を許すことができない、これが地方自治の

原点でもあります。

本市の過年度の一般会計決算における租税

収納率は９２％台となっています。しかもこ

の傾向は、過去数年間にわたって同じであ

り、向上していないのは、滞納者に対する態

度が甘いためではないのか。この滞納整理に

当たって、納税者の義務観念と自治意識や郷

土愛を喚起して、公共心を盛り上げることと

もに、執行者側として、一度課税した税金は

納めてもらうという姿勢と、公平な負担で公

平な受益を図る気概が重要であります。

一方、地方税法第１５条の７では、滞納処

分の停止要件を定めてあります。その一つ

は、財産がないとき、その二つは、生活を著

しく窮迫させるおそれがあるとき、その３

は、財産が不明なときの３要件で区分されて

います。

本市の場合、どのように分析し、把握して

いるか。また、悪質な滞納者の処分につい

て、国税徴収法第５条で、滞納者の財産を差

し押さえ、これを金にかえ、その代金でもっ

て滞納金に充当する強制徴収手続を定めてい

るが、これまで本市の場合、納税滞納者に対

し、どのように適用し、実施されてきている

のか、答弁を求めるものであります。

次に、行政問題の２点目、日米安全保障条

約と消費税についてお伺いをいたします。

消費税の増税が通常国会の最大の焦点と

なっているが、マニフェスト違反か否かとい
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う入り口の議論が中心で、何のための増税か

という基本的な視点が見えません。

もともと不要な歳出を削って、新規政策の

費用に充てることが民主党の政策の基本であ

りました。それが既得権の厚い壁に遮られ失

敗し、税収の倍以上の一般会計歳出を補うた

めの増税が必要になったことから、このため

消費税率の引き上げを目的に、今はそれを実

現するために無駄な歳出を抑え、国民の理解

を得ようとしています。

消費税率が倍になれば、消費者から預かっ

た税金の納税を小規模事業者が免除される現

行の軽減税率をそのまま維持すると、金額も

倍となり、税制の公正性は維持できなくなる

おそれがあります。

現在、租税総額の国と地方の配分は、おお

むね７対３の割合で、国に偏重した形で推移

してきているところであります。この実情

は、地方自治体の自主財源確保の機能が著し

く狭められています。加えて、近年において

は、消費税の導入に伴う地方税源の圧縮が図

られるなど、国税中心主義への傾斜が一層強

められてきているところでもあります。

本来、地方税法は、地方自治体に財源を付

与し、さらに、地域間の税負担の平等を守る

ための原則を定めた、いわば地方自治体の課

税自主権を大きく包む枠法であります。それ

が地域画一主義の原則を前面に押し出すこと

により、地方自治体の課税自主権を制約して

きているのは国であります。

さらに、租税特別措置がいまだに数多く存

在しています。このことが納税者に不公平感

を与えるのみならず、地方税収にも影響を及

ぼしているが、地方自治体は、それを是正す

る機能を有していないのが実情であります。

国と地方の事務配分の見直しに応じた地方

への財源の配分を実施すべきであります。税

収構造は長期的に安定していることが望まし

く、所得や消費及び資産へのバランスのよい

課税が不可欠であります。

よって、所得税の比例税率部分を地方自治

体に移譲することにより、国と地方自治体の

税収比を均衡させ、消費税も併用すれば税配

分の改善は十分図られるものであると考える

ものであります。

以上の制度見直しは、住民の理解と支援を

得て国に要求して、実現を図るものでありま

す。そのためには、効率的な行政の確保や組

織の簡素化などの内部努力を徹底し、職員一

人一人が住民とともに全力を挙げ取り組んで

こそ、真の豊かなまちづくりが可能と信じま

す。

特に、本市は、日米安全保障条約に基づく

米軍基地を抱え込まされている上に、米軍基

地施設等に対する固定資産税が、条約の特別

措置で課税されていないのが実態でありま

す。

そこで、お尋ねしますが、米軍が独自予算

で施設整備等で発生する工事費用等に、消費

税が日米安全保障条約により課税対象外に

なっているのか、答弁を求めるものでありま

す。

次に、行政問題の３点目、農業用施設用地

の固定資産税についてお伺いをいたします。

今、日本の農業は大きな転換期にありま

す。国際化や自由化の荒波にさらされて、食

料自給率も低下する中にあって、生産基盤の

担い手の高齢化による農家の減少など、我が

国の農業は大きな転換期を迎えているのが実

情であります。

本市の基幹産業は第１次産業であることか

ら、市長は、農業や漁業の１次産業が元気で

なければ、まちの活性化はあり得ないと言っ

てきているところであります。

しかし、昨年３月１１日に発生した地震の

津波により、本市の漁民の生産拠点施設であ

る漁港が大きな被害に遭い、現在、復旧・復

興が急ピッチで進められているところでもあ

ります。

また、本市は、第一ブロイラー工場やス

ターゼン等の企業が誘致されたため、ブロイ

ラー肥育農家が増加する一方、大規模養豚農

家や肉牛生産農家が多数あります。畜産業の

盛んな地域であります。
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しかし、我が国の畜産業は、国際化の波に

押されています。飼料の高騰や生産物価格の

低迷等、厳しい経営を強いられてきていま

す。しかしながら、畜産業は耕種農業と異

なって、気象の影響が少ない上に、年間を通

じて現金収入が得られるなどの利点を有して

います。そして、今や畜産業は本市の重要な

基幹産業になりつつあります。

だが、畜産業は多額の設備投資が必要であ

ります。こうした実態に対し、本市も畜産農

家を可能な限り農家負担を軽減する方策をと

り、支援すべきであります。

ところで、畜産用地の評価は、十数年前ま

で宅地並みの評価が原則になってきました

が、畜産業も同じ農業の一端なのに、なぜ宅

地並み課税なのかという畜産農家の粘り強い

農政運動が実り、平成１０年に、農業用施設

用地への宅地並み課税は違法という画期的な

東京高裁判決が下され、そして、平成１１年

５月、政府は、農業用施設用地の固定資産税

及び相続等における評価方法の改正により、

農業振興法の農業用地や市街化調整区域の畜

産用地については、実態に即し、近傍の農地

価格と造成価格で評価することに相なりまし

た。

しかし、固定資産税は各市町村の裁量に任

されていて、自治省の告示が１３年前に出さ

れているにもかかわらず、いまだに宅地並み

の評価を実施している事例が各地にあると聞

き及んでおります。農業者もこのような告示

が出されていることを知らず、各市町村に不

服申し立てをしなかったことも原因している

ことでありましょう。

だが、いまだに農業用施設用地に対する評

価は全国的な問題で、自治省は再度、農業用

施設への評価に配慮するよう通達を出した

が、現状では８割以上の自治体が宅地並み評

価を続けていると言われております。

現在は、農業用施設用地の宅地並み課税は

違法であることを認識しなければなりませ

ん。

○副議長（小比類巻雅彦君） 山本議員に申

し上げます。

所定の時間を経過いたしましたので、質問

を終了してください。

○１７番（山本弥一君） そこで、本市で

は、平成１５年度の自治省告示を受け、農業

用施設用地の固定資産税及び相続等の評価方

法の改正がどのように反映されているのか、

はたまた、本市の農業用施設用地の面積はど

のぐらいに及び、その課税額は幾らになって

いるのか、答弁を求めるものであります。

時間をオーバーして大変申しわけありませ

ん。

以上で、私の一般質問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１

７番山本弥一議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さん御質問のうち、政治姿勢問題については

私から、その他につきましては副市長及び担

当部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

脱原発と電力確保の取り組みについてであ

りますが、当市では、自然由来の再生可能な

エネルギーの活用を推進するため、その導入

の可能性などについて検討を行い、御案内の

ように昨年２月に三沢市地域新エネルギービ

ジョンを策定したところであります。

国におきましては、電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法に基づき、平成２１年１１月から実施して

おります太陽光発電の余剰電力買い取り制度

が、本年４月１日から再生可能エネルギーの

固定価格買い取り制度へと移行することに

なっておるわけであります。

移行後におきましては、太陽光発電による

余剰電力の買い取りのみならず、風力、水力

等の再生可能なエネルギーを用いて発電され

た電気の全量を一定期間、電気事業者が買い

取ることとなります。

買い取り価格と買い取り期間につきまして

は、平成２３年度現在の余剰電力買い取り制
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度では、住宅用の場合、１キロワットアワー

当たり４２円、期間１０年間となっておりま

すが、移行後の固定価格あるいは買い取り制

度では、第三者委員会の意見に基づき、太陽

光、風力などの電源の種類あるいは設置形態

及び規模別に決定することとされておりま

す。

御質問のメガソーラーの誘致、太陽光発電

関係の企業誘致に向けた今後の具体的な活動

でございますが、まず、三沢市地域新エネル

ギービジョンに基づいた事業推進体制を構築

し、市民、教育研究機関、行政機関等が一体

となって総合的に取り組むことが必要であり

ますことから、三沢市新エネルギー推進協議

会の設置に向けまして、現在、庁内において

課題の抽出や問題点の整理を行っているとこ

ろであります。

また、三沢市新エネルギー推進協議会設置

後におきましては、導入の推進に向けた新エ

ネルギービジョン重点プロジェクトを推進し

ていくこととしております。

当市といたしましては、震災後の電力供給

不足の影響が産業活動等に影響が多大である

ものと認識していることから、早急に取り組

む必要があると考えておりますが、固定価

格、それから買い取り制度への移行後の買い

取り価格や買い取り期間が確定されないこと

などもあり、メガソーラー等設置事業者にお

きましては、候補地の選定作業のほか、市民

ファンドによる設置手法などを研究するにと

どまっている段階であるとのことでありま

す。

このような状況にありますが、当市の集団

移転跡地を含む遊休地の活用につきまして

は、今のところ数社から問い合わせがあり、

各事業者との新エネルギー設置に関する情報

交換を行っております。

また、他自治体の設置状況や国の補助制度

の活用事例等も研究しているところでもあ

り、今後のまちづくり計画や、そしてまた、

地権者との調整、あるいは雇用確保に向けた

取り組み等を含め、総合的に研究を重ねなが

ら積極的に誘致を推進してまいりたい、この

ように考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 副市長。

○副市長（大塚和則君） 行政問題の税の公

正な納税への取り組みについてお答えを申し

上げます。

安定した自主財源確保は、当市の施策や事

業を実施する上で必要不可欠であるととも

に、納税の公平性と公正性を確保するという

観点からも極めて重要であります。その中で

も、基幹財源であります市町村税の税収確保

は、これまで以上に重要な課題となってきて

おります。

御質問の第１点目でございますが、県内１

０市の平均収納率を見てみますと、平成２２

年度一般会計の市税収納率は、１０市の平均

が８９.５％でございます。そのうち、順番

に申し上げますと、青森市が９１.５％、弘

前市が８６.５％、八戸市が９２.３％、黒石

市が８８.０％、五所川原市が８６.１％、十

和田市が８７.５％、むつ市が９１.６％、つ

がる市が８５.９％、平川市が９２.６％と

なっており、当市は９３.０％でございま

す。したがって、１０市の中では、２２年度

はトップとなっております。

県内１０市の平均収納率を見ますと、三位

一体改革による国から地方への税源移譲によ

り、滞納繰越額の増加で、近年、対前年を下

回っている中で、当市においては、収納対策

や滞納処分の強化により、対前年を上回って

いる状況にございます。

次に、御質問の第２点目、滞納者の分析に

ついてのお尋ねでありますが、所得減少など

の理由により生活が困窮している者が、全体

の４７.５％で最も多く、続いて、分納額が

少額である者や納税意識が欠如していると思

われる者が３７.６％、残り１４.９％は、市

外へ転出した者や居住不明の者などでござい

ます。

納税に対する誠実な意思を有するも、現在

の納付能力と将来の納付能力を調査した結



― 38 ―

果、徴収できないと認められた案件につきま

しては、議員からも御案内がありましたが、

地方税法の規定により、滞納処分の執行停止

を行うなど、適正に対応しているところでご

ざいます。

次に、質問の第３点目、悪質な滞納者の差

し押さえについてでございますが、再三の催

告にもかかわらず納税をしていただけない、

誠意のない納税者に対しましては、財産調査

を実施し、預金、給与、不動産といった財産

の差し押さえや交付要求等の滞納処分を行う

など、厳正かつ公正な滞納整理を進めている

ところであります。

平成２１年度における所得税の還付金差し

押さえを除いた差し押さえ件数は４４０件、

平成２２年度においては１４８件、平成２３

年度は、１月末現在で１６８件となっており

ます。

今後も悪質な納税者については、完納され

ている市民の皆様の信頼にこたえるため、さ

らには、納税の公平性、公正性を確保する観

点からも、滞納処分をより一層強化してまい

りたいと考えております。

次に、農業用施設用地の固定資産税につい

てお答えをいたします。

当市の土地評価は、国が定める固定資産評

価基準に基づき土地を調査し、その現況に

合った公平な評価を行っているところでござ

います。

御質問の畜舎用地等の評価については、平

成１１年の告示により、議員からも御案内が

ありましたが、国が定める固定資産税評価基

準に、農業用施設用地の評価の項目が平成１

２年度に追加されました。具体的には、従来

の宅地の価格の基本とする評価から、近傍の

農地の価格を基準として求めた価格に、当該

用地を農地から転用する場合において、通常

必要と認められる造成費に相当する額を加え

た価格によって、その価格を求めることによ

ることができることとなりました。当市にお

いても、この評価基準の改正を受けて、平成

１２年度より、農業用施設用地の評価を行っ

ております。

次に、対象となっている土地の面積とその

評価額でありますが、平成２３年度は５２万

９,６９６.６７平方メートル、課税額は５２

３万１,２００円となっております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 行政問題

のうちの２点目、日米安全保障条約と消費税

についてお答え申し上げます。

米軍人軍属及びこれらの家族が三沢基地の

外において個人的に買い物をする場合等に

は、日本国民同様、消費税は課税されており

ます。しかしながら、合衆国軍隊が合衆国軍

隊の用に供するために購入する物品または米

軍単独で発注する工事費等については、日本

国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安

全保障条約第６条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う所得税法等の臨時特例に関

する法律第７条の規定により消費税が免除さ

れております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） １７番。

○１７番（山本弥一君） それでは、再質問

を２点ほどさせてもらいます。

まず第１点目、脱原発の取り組みについて

であります。

先ほど市長から答弁いただいて、取り組み

は理解しましたが、三沢新エネルギービジョ

ンの作成等を進めて、そして実施していこう

ということなのですけれども、ただいまの答

弁では、数社から三沢のほうへ問い合わせが

あるという答弁をいただきました。

そこで、これらは、遊休地の活用、あるい

は三沢市の経済発展にもつながることでもあ

るし、より集中的にスピード感を持ってこれ

を進めれば、税の収入にもなるし雇用の拡大

にもなる。一石三鳥か四鳥にもなり得る。そ

のことが、やがて脱原発につながるものだと

私は理解します。
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そこで、お尋ねしますが、いつまでにビ

ジョンを策定し、誘致活動に結んで、いつま

でに誘致を図る年度まで区分して私は取り組

むべき課題ではないのか。ただ言葉だけで、

ビジョンを策定します、そしてそれからとい

うような、我々、計画を立てるなら、今年度

はどこまで、来年は……、それで５年後はこ

れを事業に向けて完成させる、そういう年次

計画がどうなっているのか。市長の腹づもり

でもいいですから。

そのぐらいトップが下の者に命令してこ

そ、活動、行動が起きて、一生懸命、熱心に

なってくる。トップに意欲があるかどうか

に、このスピード感が、あるいは早目に完成

できるかというのはかかっていると思うの

で、その辺のトップとしての取り組み。ここ

のところをいつまで、こういう企業の誘致を

図っていきたい。きちんとそうならなくて

も、今、思いはこうだというのがありました

ら、再度答弁をいただきたいと思います。

次に、行政問題の日米安全保障条約と消費

税について。

米軍人やその辺が市内のほうで買い物をさ

れた際は、消費税は日本国のほうへ入ってい

るのです。ただし、先ほど言ったように、米

軍関係の単独の予算で日米安全保障条約に基

づいて免除される部分は、消費税は特例措置

によってかけられない。これはわかりまし

た。

そこで、消費税は、今現在実施されている

のは５％でありますが、これは国で徴収し、

１％部分といいますか、地方自治体に戻す仕

組みになっているわけですよね。

しかし、日米安全保障条約による米軍単独

予算で発生する消費税に加えて、固定資産税

も、我が三沢市は国の特別措置法で自主権が

制約されてきております。その歴史も、終戦

後、消費税は別にして、固定資産税を見る

と、６６年の長きにわたって自主権が制約さ

れてきているのが実態であります。国は、先

ほど前段で申し上げましたけれども、平成２

５年度には消費税を１０％に引き上げること

を目指しておりますが、もし実施されれば、

本市の不利益も単純計算でいけば倍になるこ

とは明白であります。

現在、国からの固定資産税の代替措置とし

て、我が三沢市には基地交付金とか調整金と

いいますか、という形で支払われてはおりま

すが、その額は固定資産税相当額に及んでお

りません。これが実情であります。この実態

は、本市の税収の損失であります。我が市

は、基地との共存共栄を目指しております。

目指しておるのだけれども、固定資産税に見

合う分、調整交付金あるいは基地交付金で

返ってきているのかといったら、飛行機から

設備云々を考えた場合、まだまだ足りない状

況に私はあると思っております。

そこで、今、基地対策特別委員会あるいは

市等も国への重点要望といいますか、不公平

があるので、平成２２年度より、国への重点

要望活動として、税収の損失分を何とかして

くれという活動を展開してきているところで

ありますが、私はもっと、これだけ頭を下げ

て陳情しただけで、果たして実現になるの

か、市民の目線に立てば、大変不安視してお

ります。

そこで、どうしていけばいいのかというこ

とになりますけれども、こうした損失の改善

を図るには、まず、米軍基地内の建物や設備

等の評価、どのぐらいに及んでいるのか。ま

た同時に、消費税の見合い等についても数値

化を図って、議会とともに共有して、一緒に

なって国へ強い態度で、このぐらい損してい

る、どうしてくれるのか、このぐらいの強い

態度でいかないと、こういうふうな不公平は

是正されません。基地との共存共栄、響きは

いいです。それだけでは国は交付税を増して

くれません。

そういうことで、今後、議会とともに数値

化を図って、強い態度で国へ臨む考えがある

のかどうか、今後の取り組みについて、再度

答弁を求めるものです。

以上です。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま
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す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

電力の問題、いわゆる事業者の誘致につい

て云々というようなことであったと思いま

す。これは、先ほど申し上げましたように、

電力会社等においても、さまざまな条件があ

るわけでありますので、そのこともしっかり

しなければというようなこともあると思いま

すし、同時に、今、数社が云々というような

こともありましたが、これは、例えば太陽光

であると日照時間をどうするのかとか、ある

いは風力であるとどこがそういう恒常的に、

立地に適しているのかというさまざまな問題

があると思います。そういうことで、相手が

あることでありますが、思いとして言えば、

積極的にそういうことについてアタックをし

て、努力してまいりたいと申し上げたいと思

います。

同時に、みずからが、いわゆるメガソー

ラーとかそういうものを設置する云々、きょ

うも新聞等にも出ておりました。災害を絡め

て、いわゆる避難場所にそういうものを設置

するとかしないとか、そういうものを含め

て、青森県に８５億円の、いわゆる再生可能

なエネルギーの基金として云々という記事が

ございました。

そういうことで、みずからがそういう対応

をすることについては、まさに内輪で検討し

て対応するということになると思いますが、

いずれにしても、事業者のことについては、

相手があることでございますので、そこは熱

い思いでアタックしてまいりたいと思いま

す。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 議員さん

の再質問、固定資産税の分と消費税の分を数

値化して、今後、国に当たっていく考えがあ

るかどうかということでございますが、固定

資産税の分については、総額で県から数値を

聞いておりますが、具体的にその内訳につい

ては、問い合わせをしてもなかなか開示して

もらえないような状況にございます。

消費税につきましては、５％のうちの１％

が地方消費税ということで、この１％を、地

方消費税という名前でございますが、国が全

部、一たん吸い上げまして、それを日本国内

のすべての県に分配いたします。県が半分を

取りまして、その残りを市町村に一定の基準

に基づいて交付しております。

三沢市の場合は、平成１８年から２４年ま

で、平均で４億３,０００万円程度の地方消

費税が交付されております。これを米軍の消

費の分を上乗せしてということになります

と、非常に計算が可能かどうかわかりませ

ん。三沢市の場合は、年間の消費額が６００

億円ほど市民所得の中でございます。それを

そのまま消費税として、５％のうち１％が還

付されるような計算をいたしますと、４億円

を交付税としていただいているよりも少なく

なる見込みでございます。

以上ですので、数値化して取り組むことに

ついては、少し研究させていただきたいと思

います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１７

番山本弥一議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

先般の防衛省真鍋沖縄防衛局長講話による

沖縄県宜野湾市長選挙への介入問題は、国家

権力による選挙介入という違法行為にほかな

りません。講話が常態化されているのか、徹

底糾明するという渡辺防衛副大臣の言葉どお

り、全容解明が求められます。

また、沖縄の米軍普天間基地移設と海兵隊

グアム移転を切り離して実施するなど、日米

両政府が在日米軍再編の見直しを行う方針を

打ち出しています。米軍基地を抱える三沢市
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にとっても、さらなる基地強化につながらな

いよう注視しなければなりません。

それでは、一般質問に入ります。

第１の質問、自然エネルギー政策について

伺います。

現在、事故を起こした福島第一原発は、１

２月に政府が宣言した収束とはほど遠い状況

が続いています。構内のあちこちで水処理シ

ステムにおいて放射性セシウムやストロンチ

ウムを含む水漏れが発生し、その処理に追わ

れました。原子炉内の状況を確認すること

も、事故の原因究明も検証もいまだできない

状況に置かれています。

２月６日付の朝日新聞の記事に、原子力専

門委員に企業団体から１,８００万円寄附と

掲載されました。このことから、県が独自に

設置した検証委員会の委員の中に、原発マ

ネーをもらっている委員がいることがわかり

ました。

そのような検証委員会による県内の原子力

施設の緊急安全対策を妥当とする検証結果に

対し、三村知事は、それを承認しながらも、

中断している試験や工事の再開は事業者の判

断にゆだねるという無責任な対応をしまし

た。

そのような中で、再処理工場の試験は再開

されましたが、しかし、またしてもふぐあい

が生じ、中断されることになり、信頼性が大

きく揺らいでいます。

原発は、コストの面からも安いというわけ

ではありません。建設費や廃炉後の処理、放

射性廃棄物の管理、事故処理の賠償など、そ

の費用を換算すれば、原子力が最良というこ

とにはなりません。このように多額の費用が

かかり、危険な原子力政策にはきっぱりと決

別し、安全で持続可能な自然エネルギーへの

転換が急がれます。

三沢市でも積極的に取り組むべきと、市民

の声も上がっていました。

そこで、私は一般質問において、太陽光パ

ネル設置など、自然エネルギーの推進につい

て２回ほど取り上げてきました。執行部の答

弁は、三沢市地域新エネルギービジョンを策

定し、市民へ新エネルギーの広報を進め、国

の動向を見ながら、当市の公共施設、学校、

集会施設などの場所に新エネルギー関連設備

の設置を目指したいというものでした。しか

しながら、一向に具体的な進展が見受けられ

ません。

自然エネルギーは、地域の経済活性化や雇

用にも結びつくとされています。岩手県葛巻

町では、風力やペレットなど自然エネルギー

がまちおこしにも役立っています。また、秋

田県では、小水力発電に力を入れています。

その地域の特性を生かした自然エネルギーを

活用し、温暖化対策としても力を入れて頑

張っている自治体がふえています。

長野県の飯田市は、２００５年から環境モ

デル都市として、環境省の補助金を活用し、

民間組織と連携し、公共施設や一般住宅への

太陽光パネル設置を進めています。

このような事業の広がりの背景には、飯田

市が進める分権型自然エネルギー政策があり

ます。地球温暖化対策課を設置し、おひさま

進歩エネルギー株式会社と連携し、太陽光発

電ゼロ円設置の募集を行っています。

その内容は、全国から出資金を募り、初期

投資ゼロ円で太陽光パネルを設置できる事業

で、一般住宅の屋根に太陽光パネルを設置さ

せてもらい、電気料金として１カ月１万９,

０００円を９年間払ってもらうというシステ

ムになっています。余剰電力があれば、電力

会社に売電できるので、節電すれば１万９,

０００円より安くなるとのことです。設置中

のメンテナンスの費用は、運営会社が負担す

るため、全く設置者の負担はないということ

です。故障も、これまで、木が伸びて日陰に

なったという１件のみで、パネルの張りかえ

によって解決できたと伺っています。

また、この会社では、ペレットストーブの

普及など、他のエネルギー施策も展開させて

いるそうです。地域で使うエネルギーは、地

域で生み出し、地域で仕事が生まれ、地域に

お金が回るようにしたいと意欲を見せていま
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す。

当市としても、飯田市のように環境ビジネ

ス、地球温暖化対策に結びつけた地域循環型

の自然エネルギーの普及施策に本気で取り組

むべきと思いますが、当市の見解を伺いま

す。

次に、第２の質問、生活支援の施策につい

て伺います。

まず、１点目として、２０代の若者及びひ

とり親世帯の低所得者に対する家賃補助の生

活支援について伺います。

日本では、この１０年間、国民所得は下が

り続け、所得が２００万円以下の人が１,０

００万人を超え続けています。厳しい経済状

況と雇用情勢が続く中で、税負担だけが重く

のしかかっています。

総務省が昨年１１月１５日に発表した７月

から９月の労働力調査詳細集計によると、役

員を除く雇用者に占める非正規労働者の割合

は、前年度比０.７ポイント増の３５.３％に

なり、とりわけ若年層の割合が４６.５％に

も及んだとのことです。

また、就業を希望しているものの求職活動

をしていない潜在失業者を含めた場合、失業

率は１１.１％ということです。この統計に

は、震災３県は含まれていません。

このような厳しい雇用情勢は三沢市におい

ても変わりません。ハローワークの求人で

は、時給６８０円などのパートばかりがほと

んどを占めています。個人の税収が減ってい

ますし、生活保護の相談者もふえていると

伺っています。

また、当市のある２０代の女性から、少な

い給料から市県民税や国民健康保険税、家賃

を払ったらほとんど残らない、何のために働

いているのかわかりませんという声や、母子

家庭の方で、家賃を払うのが大変で市営住宅

に申し込んでいるが、２年たっても入れな

い、何とかしてほしいという切実な声が寄せ

られています。

こういった生活支援を求める切実な声にこ

たえるべく、企業から住宅手当が出ていない

若者や母子家庭の方々に家賃の一部を住宅手

当として補助してはどうでしょうか、当市の

見解を伺います。

次に、生活支援の２点目、十鉄廃止に伴う

代替バスの定期券購入支援について伺いま

す。

十和田観光電鉄の鉄道廃止に伴う代替バス

が４月１日から運行されることになったと新

聞報道がありました。その記事によると、現

在、鉄道を運行する区間のバス運賃は鉄道と

同額だが、通学定期券についてはバスのほう

が鉄道より高くなるとのこと。十鉄は、差額

を３年かけて段階的に値上げする緩和措置を

導入するとありました。

そこで、通学定期券の料金表を見ますと、

区間によっては値下げされるケースもありま

すが、三沢駅から工業高校前までの区間では

値上げになります。これでは、鉄路を廃止し

ないでほしいという学生の声、定期券の料金

を上げないでほしいという学生の声も、全く

聞き入れてもらえないという二重苦を押しつ

けることになるのではないでしょうか。

現在、三沢市では、通学定期券を購入して

いる生徒数は４４３名とのことです。その中

には、子供を３人抱え、通学させている母子

家庭の方もいます。先ほども言いましたが、

大変厳しい経済状況が続いています。交通費

の負担が高校進学の選択に影響を与えて、断

念している子供もいると伺いました。私の友

人も、子供の定期代が大変だということをよ

くこぼしていました。

そこで、さまざまな家庭の経済状況を勘案

し、子供たちに経済的な事情から勉学を断念

させたり、肩身の狭い思いをさせないよう通

学定期券購入に対し支援をしてはどうでしょ

うか、当市の見解を伺います。

次に、最後の質問ですが、当市の除雪対策

について伺います。

当市は、冬期間、豪雪に悩む青森、弘前、

むつ市と比較すれば、幸いにも降雪量は多く

はない地域ですが、それでも２月３日のよう

に、日によっては大雪に見舞われることもあ
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り、市民からは、もう少し除雪を丁寧にやっ

てほしいという要望があります。

そこで、まず、除雪対策の１点目として、

国土交通省が導入する地域維持型契約方式と

いう制度が、当市の除雪の改善につながる施

策なのかについて伺います。

公共事業が少なくなっている昨今、除雪作

業を行う建設業者は、冬場、降雪の状況にか

かわらず、人や機材をそろえなければなら

ず、採算性が低いとされているため、除雪に

対し積極的に取り組む業者が少なくなってい

ることが懸念されています。

そこで、国土交通省は、除雪業務などから

業者の撤退が相次ぐと住民生活に影響が及ぶ

として、夏場の道路維持管理業務などと一体

で発注することにより、業者の仕事を担保す

る制度として、地域維持型契約方式を導入す

るとしています。青森市では、検討していく

との態度を示しています。

そこで、伺います。当市として、この地域

維持型契約方式の制度について、どのような

見解をお持ちなのか、市民が求める除雪の改

善に有効な制度なのか、お尋ねしたいと思い

ます。

次に、除雪対策の２点目ですが、市民から

地域によって除排雪の頻度や技術にばらつき

があるように感じるとの声もあります。当市

として、業者に対する指導等もあわせて、ど

のような対策をとっているのか伺います。

次に、除雪対策の３点目、小型除雪機の貸

し出しについて伺います。

むつ市や十和田市では、通学路や生活道路

など、除雪が間に合わなかったり、除雪機が

入れなかったりする地域などでは、町内会、

ＰＴＡなど各任意団体が自治体から小型除雪

機を借り入れし、行政任せにするのではな

く、みずから除雪を行う取り組みをしている

ということです。

十和田市の担当課に伺ったところ、一冬の

貸し出しを行い、通学路付近の歩道などの除

雪を各任意団体にお願いしているということ

でした。現在、２０台の小型除雪機を貸し出

ししているということです。県が行っている

スクラム除雪も同時に活用し、市が県から除

雪機を６台借り入れし、任意団体に提供して

いるとのことです。除雪機のメンテナンスや

燃料費は市の持ち出しになるそうです。

当市では、今のところこのような貸し出し

制度はないということですが、そこで、当市

においても、町内会やＰＴＡなどの任意団体

と連携を図り、協働のまちづくり、地域のき

ずなを深め、防災に強い地域づくりの一環と

して、小型除雪機の貸し出し制度の導入に取

り組むべきと思いますが、当市の見解を伺い

ます。

以上をもちまして、壇上からの私の一般質

問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの４

番奥本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さん御質問のうち、自然エネルギー政策につ

いては私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

エネルギー問題、少し繰り返しもあると思

いますが、当市では、自然由来の再生可能な

エネルギーの活用を推進するため、その導入

の可能性等について検討を行い、昨年２月に

三沢市地域新エネルギービジョンを策定した

ところであります。

その後、東日本大震災が発生し、震災後の

電力供給不足が市民生活や産業活動等に多大

なる影響を与えていることから、新エネル

ギー利活用施策を早急に進める必要が生じて

いると考えているわけであります。

国におきましては、電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法に基づき、平成２１年１１月から太陽光発

電の余剰電力買い取り制度を実施しておりま

すが、４月１日に再生可能エネルギーの固定

価格買い取り制度へと移行することになって

おりますので、現在の余剰電力買い取り制度
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では、住宅用が、申し上げましたように、価

格が１キロワットアワー当たり４２円、買い

取り期間が１０年間となっているわけであり

ますが、移行後の固定価格あるいは買い取り

制度では、第三者委員会の意見に基づき、太

陽光、風力などの電源の種類、それから設置

形態及び規模別に買い取り価格あるいは買い

取り期間が決定することとされておりまし

て、現在のところ未定であります。

また、国の補助金等の支援策や制度改正、

あるいは技術革新による発電機材の能力の向

上や低廉化など、新エネルギーを取り巻く環

境は、刻々と変化を見せている状況にありま

す。

そのような状況でありますことから、当市

では、現在、庁内において、事業推進にかか

わる課題の抽出や問題点の整理を行うととも

に、新エネルギーの設置事業者とともに、先

進自治体等の実例や、あるいは導入プランに

ついて情報を交換している段階であり、国の

施策の動向や各種の導入支援制度を研究しな

がら、当市のプロジェクトに有効な支援制度

の活用を検討しているところであります。

長野県飯田市の取り組みを参考として、民

間組織と連携し、地域循環型の自然エネル

ギーの普及に力を入れるべきではないかとの

質問でありますが、今後、市民、教育研究機

関及び行政機関等で組織する三沢市新エネル

ギー推進協議会を設置して、各種のプロジェ

クトを進めていく中で、飯田市のほか、先進

自治体の導入手段も参考にしながら、当市に

適した新エネルギー施策を進めてまいりたい

と、このように考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部

長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 生活支援に

ついての御質問の１点目、住宅手当の補助に

ついてお答え申し上げます。

国の経済動向は、東日本大震災の落ち込み

から立ち直りつつあるものの、円高の長期化

等で景気の低迷が続いております。若い世代

をはじめとして、雇用情勢が依然として不安

定な状況となっております。

この情勢に対応すべく、国におきまして

は、緊急雇用対策、経済対策等を推し進めて

おりますが、若い世代の就労の確保、給与等

の雇用条件は依然として厳しい現状にありま

す。

また、少子高齢化や核家族化等により、家

庭を取り巻く環境が大きく変化する中で、地

域経済の低迷は、雇用不安や生活不安によ

り、家庭生活に影響を及ぼし、福祉サービス

としての家庭支援に対するニーズも多様化

し、増大しつつあります。

市といたしましては、住民が住みなれた土

地で、その人らしい、安心して生活できる社

会の実現を目指した福祉行政を推進してお

り、家庭、地域、行政が連携し合うことで、

より福祉の増進が図ることができるものと考

えております。

若い世代やひとり親世帯の中には、安定し

た雇用の確保がなく、十分な所得を得られな

い方など、社会的支援が必要な方々もおられ

ます。しかしながら、支援が必要とされる

方々に対しましては、住宅手当の補助という

単に生活費を補てんする給付支援ではなく、

将来的に自立した生活を営むための支援が必

要であると考えております。

現在実施している生活支援としては、子育

てと生計維持者としての役割を一人で担わな

ければならないひとり親世帯に対し、親子の

福祉を増進することを目的として、国の制度

に基づく児童扶養手当の給付や医療費の助

成、保育料の軽減等を所得に応じて給付する

事業を実施しております。

今後におきましても、関係機関と連携をと

りながら、現在、国が進める就労支援対策等

の普及・啓発及び活用を図るとともに、生活

支援としての自立支援事業の充実を図ってま

いりたいと考えております。

続きまして、生活支援についての２点目、

十和田観光電鉄線廃止代替バスに関する御質

問にお答えいたします。
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十和田観光電鉄株式会社の鉄道事業に伴う

鉄道代替路線バスにつきましては、昨年１２

月に開催されました周辺自治体沿線に所在す

る高等学校等で組織する十和田観光鉄道活性

化協議会の臨時総会において、十和田観光電

鉄株式会社から事業計画案が示されました。

この計画案の中で、代替バスの通学定期運賃

については、通常の路線バスの割引率を適用

するものとして提案されたことから、現行の

鉄道運賃及び乗り継ぎバス運賃と比較した場

合、値上げになる区間及び値下げになる区間

がそれぞれ生じることとなり、関係者から値

上げ区間の通学定期運賃は緩和措置を検討し

ていただきたいとの要望があったところでご

ざいます。

これを受けて、十和田観光電鉄株式会社で

は、通学生の経済的負担の軽減を図るための

緩和措置として、通学定期運賃を段階的に値

上げをし、平成２６年度から路線バス運賃と

する修正案が、本年１月１８日に開催された

青森県バス交通等対策協議会上十三地域分科

会において承認されたところでございます。

国は、平成２２年４月から、子育て支援事

業の一環として、家庭状況にかかわらず、す

べての意思のある高校生が安心して勉学に打

ち込める社会の実現のため、公立高校の授業

料を無償といたしました。また、国立・私立

高校の授業料に充てるため、高等学校等就学

支援金を創設し、保護者の所得に応じた額を

支給し、家庭の教育費負担の軽減を図ってお

ります。

御質問の十和田観光電鉄線廃止代替バス利

用での高校通学用定期運賃の増額分を家庭状

況に応じて支援することにつきましては、他

の交通機関を利用する生徒に対する支援との

公平性等を踏まえ、経済的に厳しい家庭につ

きましては、奨学金制度等の各種制度を活用

していただくことなども考えられるところで

あり、十分な検討を要するものと考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 御質問の除雪対

策についての１点目、地域維持型契約方式に

ついてお答えいたします。

近年、公共工事の大幅な減少に伴い、建設

企業の減少や小規模化が大幅に進んでおりま

して、その結果、道路の除雪など地域におけ

る最低限の道路の維持管理にまで支障が生じ

てきております。

この制度は、このような問題を解消するた

めに、複数の建設企業の共同を促し、複数年

契約や夏期の道路維持業務などと除雪業務を

セットにした契約を可能とすることによっ

て、企業経営の安定化を図り、道路等の維持

管理を担保しようとするものであります。

本県では、先日、青森市において本制度の

導入を検討する旨の新聞報道があったところ

でありますが、この制度は新たな制度でもあ

り、先行事例が少ないことから、当市におい

ての同制度の導入による除雪業務の問題解決

への有効性等につきましては不透明な部分が

ございます。

同制度の導入につきましては、除雪業務に

関する地域の実情や当市の建設企業の状況を

踏まえつつ、国や先行的に実施する自治体の

結果を注視してまいりたいと考えておりま

す。

次に、２点目の除排雪の頻度や技術が地区

によってばらつきがあるのではないか、ま

た、それに対する当市の対策についてお答え

いたします。

当市の除雪体制といたしましては、毎日午

前１時に職員が気象と降雪状況を観測し、必

要に応じ、あらかじめ計画されました体制

で、市所有車両及び委託業者による除雪作業

を開始することとしておりまして、吹きだま

りなどの特別な事情を除けば、市内の除雪頻

度に偏りはないものと認識しております。

排雪につきましては、基本的に、除雪作業

で路肩に堆積した雪のため、道路の有効幅員

がとれない状況になった個々の路線について

検討の上、実施するものとしております。

また、除排雪技術の差につきましては、そ
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の運転手個人の技術に差が見られる場合、あ

るいは除雪車両の性能に差がある場合などが

想定されますことから、市といたしまして

は、今後ともこれまで以上に運転手の技術向

上や地域の実情に合ったきめ細かな作業な

ど、除雪業者への指導を徹底してまいりたい

と考えております。

次に、３点目の小型除雪機を各種団体など

に貸し出し、連携して除雪に取り組むべきで

はないかと。この御質問でございますが、こ

れまでも、一部地域ではございますが、町内

会や地域の有志の方々に除雪機を貸し出し

し、御協力をいただいております。

今後におきましても、特に、歩道除雪など

に関しましては、行政のみならず、それぞれ

の地域の方々とともに協力し合う体制づくり

が必要であると考えておりますことから、町

内会、ＰＴＡなど幅広い方々に対し、改めて

御協力、御支援を呼びかけ、協働のまちづく

りを進めてまいりたいと思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） それでは、再質問

させていただきます。

まず、１点目ですが、自然エネルギー推進

についてです。

私は前に、２００９年６月にも太陽光パネ

ルなどの自然エネルギーについての推進につ

いての質問をいたしました。それからもう１

年、２年たっているのですが、執行部の答弁

が、同じように、今後、国の動向を見ながら

進めていきますという、そのときも同じで、

今も同じなのです。

先ほど山本議員さんもおっしゃっていまし

たけれども、やはりスピードが大事であっ

て、そして、今現在、全国で５４基ある原発

のうち稼働しているのは３基のみで、今後、

定期点検のために停止されれば、４月下旬に

はすべての原発が停止になります。

やはり原発を抱えている自治体の中には、

福島第一原発事故の原因究明、検証をし、

しっかりとした防災計画など、安心面が担保

されない限り再稼働は認めないという姿勢も

示しています。

また、今、電気料金の値上げというのも、

大変家庭では、これからどうなるのだろうと

いうふうに不安になっているわけです。

そうした中で、今、自然エネルギーの推

進、普及に取り組まなければ、いつ取り組む

のかというような事態になっています。

そして、私が電話をかけてお聞きした長野

県飯田市なのですが、これは２００５年から

取り組んでいます。そしてここは民間任せで

も国任せでもなく、市が環境対策、地球温暖

化対策として、市が独自に地域活性化のため

にやっていこうというふうに一生懸命やっ

て、その結果、民間のそういうふうな団体も

会社もついてきてくれたというような流れが

あります。

ですから、先ほど、ここは１億５,０００

万円の国の補助を受けて始めたのですけれど

も、私、おひさま進歩エネルギー株式会社の

方に伺ったところ、そういう補助金がなくて

も、やろうと思えばできますと、そういうふ

うにおっしゃっていました。ですから、私は

市が真剣に、協議会の設置もいいですけれど

も、こういう飯田市のように自然エネルギー

推進課という課を設置して、本格的に取り組

むべきではないかと思います。その点につい

て再質問します。

次に、生活支援のことです。

同じ三沢市民で、税金ですね。それで、市

の職員というのは、住宅手当も、そして寒冷

地手当、これは冬期間の灯油代です。住宅手

当は上限２万７,０００円支給されていま

す。これは税金です。同じ三沢市で生活す

る、働く人たちで、行政は、こんなに経済が

大変でもしっかりと守られているわけです

よ。

私は、別に行政の方の住宅手当に云々と文

句をつける気はさらさらなくて、住宅手当が

ついて、寒冷地が手当がつく企業という、そ

ういう働かせ方というのが、本当に当たり前

の社会にしなければならないと思っていま
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す。

ですから、職員にそういう手当がちゃんと

ついているのですから、市民の、今、本当に

大変だと。将来的にも何にもないのですよ、

今大変なのですよ。将来的に雇用がどうの、

何がどうのという社会をつくるというのでは

間に合わないわけです、今大変なのですか

ら。そういうところで、きちんと住宅手当と

いうのを支給するべきだと私は思います。そ

のことについても１点。

それから、定期券購入支援の再質問なので

すけれども、私はなぜこの質問をしたかとい

うと、要するに、どんな家庭の子供でも私は

ひとしく教育を受けられる権利があって、経

済的な理由で進路を断念したり、通学定期券

のお金がかかるから、行きたい高校をやめて

違うところに行くとか、そういうふうな子供

さんをつくりたくないからこういう質問をし

ているわけです。こういうことを提案してい

るわけです。

先ほど青森鉄道の通学生との公平性が保て

ないと言うのであれば、すべての通学生を対

象にすればいいだけなのです。ですから、そ

ういうふうなことで通学して、定期券が大変

だという家庭に対して、いろいろな家庭状況

を勘案して、一部補助すると。それは、私は

税金の無駄遣いにはならないと思います。

これまで十鉄への補助金５,２００万円、

これは十鉄に補助していたわけですね。それ

がかからなくなるわけですから、そういう財

源もあると思います。そのことについて再度

質問をいたします。

次に、３点目。最後に、除雪対策について

の再質問です。

市民の除雪に対する多くの要望というの

は、登下校などの学生、高齢者の歩行のため

の歩道等、込み入った生活道路を丁寧に除雪

してほしいということにあります。

もう１点、除雪車の作業で玄関先や車庫前

に積み残される雪に対する不満というのが大

変多いのです。やっと除雪を終えて一休みし

ていると、また除雪車が雪を寄せてくるとい

う、その繰り返しにほとほと疲れ果てると、

こういう声がたくさん聞こえてきます。

そこで、私は除雪対策としての提案なので

すが、まず、業者が除雪の請負で赤字になら

ないよう配慮して除排雪の単価を見直し、除

雪業者を確保する。除雪業者が赤字で大変だ

というふうにならないように、きめ細かな除

雪ができるような体制をつくる。

そしてもう一つは、歩道除雪専用の小型車

両をふやして、シーズンを通して歩道の確保

を徹底させる。

そしてもう一つは、除雪車が玄関先や車庫

前に雪を寄せていくことがないように、車両

の改良をメーカーと業者が一体となって研

究・開発させる。これは本当に市民に喜ばれ

ますよ。何回雪かきしても。

そしてまた、三沢市も平年に比べて豪雪、

すごいときもあります、その年によって。こ

れの国に対して特別交付金というのを求めて

いく。このことを私は今、提案したいと思い

ます。それについてお願いしたいと思いま

す。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 自然エネル

ギー政策の課を設置して取り組むべきではな

いかということで、この再質問についてお答

えいたします。

当市の場合は、昨年２月に新エネルギービ

ジョンを策定したわけですけれども、現段階

で、確かに数社のほうからそういう問い合わ

せ等が来ておりますけれども、会社のほうと

の話の中では、やはり国の現在、買い取り価

格制度の価格なり、あるいは期間等が決まっ

ていないということで、各自治体でも進んで

いない状況でございます。

新エネルギー施策につきましては、成功事

例もあるわけですけれども、議員さんおっ

しゃったような長野県飯田市みたいに、市民

ファンドということで、環境省の補助を入れ

て９億円以上を集めて、おひさま進歩エネル
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ギー株式会社の中で、太陽光発電所を１６２

カ所、現在あるということですけれども、そ

ういう成功事例もありますけれども、採算が

合わずに失敗した事例もありますので、私ど

もとしては、成功事例と、あるいは国のほう

の価格、現在、はっきりしたことは聞いてご

ざいませんけれども、現在の四十何円云々が

半減ぐらいという話も出ていますので、その

辺を踏まえて取り組んでまいりたいと考えて

ございます。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部

長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再質問とし

まして、生活支援の再質問、住宅手当の部分

についてお答え申し上げます。

実は、住宅手当につきまして、県内の１０

市の動向はどうなっているかということで調

べました。実は、福祉的な観点からの部分で

は、住宅手当の部分は支給しているところは

ございませんでした。

それで、これにつきまして、うちの担当と

十分協議いたしましたけれども、やはりこれ

につきましては、根本的に生活支援としての

自立支援、これは今、福祉事務所のほうで

は、母子自立支援員という形でバックアップ

している職員もおりますし、いろいろそうい

うのを活用しながらやっていただくというこ

ともうちのほうで考えております。

また、先ほど申しました国の就労支援の対

策、これも十分活用していただきたいという

ことも含めまして、住宅手当につきまして

は、今後、十分中身を研究しながら考えてい

きたいというふうに考えております。

それからもう一つ、生活支援の２点目とし

まして、通学定期でございますけれども、先

ほどございました、やはり他の交通機関との

整合性、受けている方の整合性とか、いろい

ろな問題等がさまざまございます。やはりこ

れらの問題も十分中身を精査して、それで、

十分また検討なり、いろいろ検証を加えると

いう作業があると思います。これは十分研究

してまいりたいと思っております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 十鉄問題

の定期券の中で、十鉄の補助の関係の御質問

がありまして、トータルで５,２００万円を

十鉄のほうに補助しているのですが、これを

そのまま生活支援のほうに向けたらいかがか

という御提案でありますが、この５,２００

万円につきましては、平成１４年から平成２

２年まで、中小鉄道近代化整備事業とか、軌

道近代化設備事業とか、いわゆる安全対策の

ために補助したものでありますので、これに

かかった経費が今後不要になるから生活支援

のほうにその金額を回すという考えはござい

ません。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 除雪に関して、

通学路、高齢者の方々、それから幅員の狭隘

な部分で非常にお困りになっているという再

質問のほうにお答え申し上げます。

おっしゃるとおり、私どももできるだけ短

時間で除雪を沿線の方に極力御迷惑のかから

ないような形で実施したいというのは、これ

は思いは同じでございます。

今、御提案の事案が何件かございました

が、まず、１件１件お答えいたします。

単価を見直すということでしたが、どうし

ても行政ですので、やる業者さんに、幾ら

だったらやりますか、例えば１,０００円で

はやります、９００円ではやりません、こう

いう単価設定は不可能でございます。あくま

で機械を動かす場合には、もととなる算出根

拠というのがございまして、そこら辺で乱暴

に額を、そういうのはまずできないので、単

価につきましては、毎年見直しがございます

ので、その都度、適正価格というものを業者

さんのほうに提示、業者さんも同じような資

料をお持ちになっておりますので、その点は

きちんとやってまいりたいと考えておりま
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す。

次に、歩道専用の機械をそろえるというこ

とですが、これも機械をそろえることは可能

でございますが、当然人がいなければできな

いということで、最初の御質問にあったよう

に、町内会とかＰＴＡの方とか、いろいろそ

の他ボランティアも含めまして、そういった

協力できる体制を何とか確保しながら、機械

のほうも可能な限り準備できればと考えてお

ります。

財政的な要素もございますので、極力、補

助事業の導入というのも検討しながらという

ことになりますが。

あと、国に対する、除雪費に対する援助と

申しますか、これにつきましては、既定の制

度でいろいろございます。毎年お金が来るわ

けではなくて、かかった除雪費に対して、計

算してから幾らか、何％か戻ってくるとか、

豪雪があった場合、今度は、直接、補助事業

としての申請といったものもございますし、

私どもも国のほうに対しては、できるだけそ

ういったところを優遇していただけるような

要望はしてございます。

最後になりましたが、御提案いただいた、

いわゆる玄関先とか車庫前に置いている置き

雪、そういったものが機械を改造してという

ことをおっしゃったのですが、雪を除雪する

場合は、その区間の中で移動させるか、その

区間から出すしかございません。まず出すの

が一番いいのですが、そうなりますと、ロー

タリー除雪車とかダンプトラック、これらの

設備投資、三沢市内の道路を全部やるとする

と、とてつもない規模の金額が必要になって

きますので、排雪につきましては、状況を見

ながら、部分的にしか現在もまだできておら

ない状態でございます。

では、置き場所を変えるしかないとなる

と、つぶせばどうだという話もあるのです

が、つぶしますと当然厚くなりますので、そ

れが解けるとわだちになって非常に危険でご

ざいます。それと、道路の真ん中に置くとい

うのは、これは論外でございますので。

長々と御説明申し上げましたが、現在のや

り方以外に、どの自治体さんでも不可能なと

いうか、今の状態しかできていないというの

が実情でございまして、とにかく置き雪を何

とかしなければならないのですが、現段階の

実情ではそういった状況でございますので、

御理解いただきたいと思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） 再々質問させてい

ただきます。

先ほどの住宅手当のことなのですが、就労

支援ではないのです。今現在、低所得で仕事

をしていて、住宅手当が企業からもらえなく

て、手元に残るのは１万円、２万円でどう

やって生活しようかなという方たちに対して

の支援をしてくださいと言っているわけで

す。ですから、就労支援で仕事を世話すると

か、若い者の仕事を探すとか、教育すると

か、そういうことを私は聞いているのではあ

りません。

先ほども言いましたけれども、５,２００

万円丸々使えと言っているわけでもありませ

んし、そういうふうな、今まで使っていた予

算で、今度かからなくなるものがあるのであ

れば、それを少し活用して、こういうふうな

状況の方たちを救うというのが今すごく大事

なことではないのかということで提案してい

るのです。

ですから、何でもできない理由ばかりをい

つも述べられるのですが、前向きに、どう

やったらできるのかというのを、やはり技術

もどんどん進歩していますし、いろいろなこ

とが変わってきているのです、世の中。です

から、行政の皆さんは、本当にできない理由

をつくるのがすごく上手なのですが、ぜひと

も、どうやったらやれるかというのをしっか

りと研究するという態度で回答していただき

たいというふうに思いますので、その点につ

いて、先ほども言いましたけれども、就労支

援ではなくて、本当にあくまでも生活支援と

いう部分です。
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５,２００万円全部そのまま使えと言って

いるわけではありませんので、その一部でも

いいから、予算を今までかけていたのがある

のだから、全く予算ないというわけではない

のですから、使うべきではありませんかとい

う質問をもう１回最後にします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

健康福祉部長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再々質問に

お答えいたします。

議員さんからのお話で、就労支援のお話が

ございました。私が就労支援のお話を出した

のは、住宅手当のことに関しまして、いろい

ろと考えてみるに、やはり就労に関しての部

分が、全部が全部きちんとなされていない部

分があったので、市としての対応としまして

は、就労支援もきちんと小まめにやっていき

たいという思いのことでお話しいたしまし

た。

ですので、それらを踏まえまして、若い世

代、子育て世代の福祉の支援につきまして

も、先ほど来お話ししておりますけれども、

さまざま調査とか調べることがございますの

で、その点につきまして、十分時間と、研究

をしていきたいというお話をさせていただき

たいと思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 予算の

５,２００万円、これは先ほども申しました

ように、鉄道路線の安全を維持するために、

３市町、十和田市、六戸町、三沢で補助した

ものの三沢の持ち出しのトータルが５,２０

０万円であります。これは、生活支援とはま

た別個の性格のものですので、こちらが不要

になったから、その一部を生活支援のほうに

回すとかという考えは、多分成り立たないの

ではないかと思います。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、４番

奥本菜保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

８番天間勝則議員の登壇を願います。

○８番（天間勝則君） みさわ未来天間勝

則、通告に基づいて質問をさせていただきま

す。

先ほど２名の方から自然エネルギーについ

て質問がございました。山本議員のほうから

は、メガソーラー誘致についてであります。

そして、奥本議員のほうからは、自然エネル

ギーの普及に力を入れるべきではないかとい

うふうなことで、エネルギーに関しては関連

はありますが、私のほうは、具体的にこうす

べきだというふうなことで提案を申し上げた

いというふうなことで、趣旨が若干違うとい

うふうなことで、質問させていただきます。

それでは、最初の質問に入らせていただき

ます。公共施設への太陽光発電の導入につい

てであります。

昨年の震災・津波により、原発事故で放射

線漏れが発生し、日本の原発の安全神話も崩

れ、日本ばかりではなく、世界に影響を与え

た事故であります。日本でも原子力発電に対

し賛否が問われているところであります。

また、化石エネルギーにも限りがあるわけ

であります。採掘可能年数４０年とも言われ

ておりますが、新たな油田の発見、また、世

界的に新エネルギーに移行していかなけれ

ば、必ず石油枯渇問題が深刻化してまいりま

す。世界においてもＣＯ２の削減について議

論が続いております。

このような中で、地域でできることはいち

早く取り組むべきだと考えるわけでありま

す。三沢市においては、震災の前、２２年度

に地域新エネルギー、省エネルギービジョン

の策定事業に取り組んでおりますが、これも

またすばらしいことだと思います。

そして、２３年２月に、三沢市地域新エネ

ルギービジョン報告書が提出されているわけ

であります。この事業が、日本、地域の環境

を考える中で、ビジョンで終わることのない

よう前向きに検討していくべきだと考えるわ
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けでありますが、報告書の中で、「新エネル

ギーは地域エネルギーでもあり、それぞれの

地域特性を生かした活用が期待される。その

ため、地域内のエネルギー需給バランスがと

れた新エネルギーの利用・導入が必要であ

る。新エネルギーは、住民や企業にとっても

身近な存在であり、今や生活する上で不可欠

なエネルギー問題に直結するものである。そ

れぞれの地域では、豊かな自然の保護、人や

動植物が共生できる環境保全、さらには過去

から培われてきた地場産業の振興や新たな賑

わいを求める観光や交流事業等を展開するこ

とも想定される」。

三沢市環境基本計画の中で、生活環境、快

適環境、自然環境の保全が掲げられ、「自然

と調和し、未来を拓く快適環境のまち：みさ

わ」の実現を目指すことになっております。

このようにエネルギーは、自然、人、動植

物、地場産業等多岐にわたって影響があるわ

けであります。当市から環境保全を世界に発

信するためにも、一刻も早く実現に向けて取

り組むべき課題だと思うわけであります。

地域環境問題も視野に入れ、環境と共生

し、安心できるまちづくりを目指し、難題を

乗り越え、取り組むべき問題だと思うわけで

あります。

このことを踏まえ、質問させていただきま

す。

世界的に、エネルギーによる問題が取り上

げられております。当市においても、三沢市

新エネルギービジョンを策定し、前向きに取

り組んでいると思いますが、まず最初に、公

共施設、学校も含め、太陽光発電の導入をし

て、快適環境三沢をＰＲし、地域に広めてい

くべきだと考えますが、当局の考えを伺いま

す。

続いての質問に入ります。障害者に対し、

タクシー料金の助成についてであります。

タクシーの運転手の方から、現場にかかわ

る一人として、障害者の方の交通手段として

タクシーだけしかない方がたくさんいます。

病院に行くのもバス停まで行くのが困難な

人、いろいろな障害の方がおられます。この

障害者の方々にタクシー代の助成をしてもら

えれば、本人負担も軽減し、大変喜ぶと思い

ます。本当にかわいそうだと言っておりまし

た。

タクシーの助成は取り入れている自治体も

たくさんあるわけでありますが、自治体に

よっては、対象者、助成内容、申請方法等が

違うようであります。

一例として、日野町のシステムを挙げる

と、対象者は、基本的にこの町に住所がある

方で、６５歳以上の人で、地域の事情などに

よりタクシー以外の公共交通機関の利用が難

しく、かつ、自動車の運転ができない人。

２、在宅で要介護を受けている人、要支援は

除く。３、身体障害者で、自動車税免除要件

に当てはまる人。

助成内容は、指定のタクシーを利用した場

合、タクシー料金の４割を助成します。１回

につき、上限２,４００円。申請方法は、企

画政策課または健康福祉課に申し込む。審査

の結果、対象となる人は、認定証と年度内有

効の助成券、１カ月片道４枚掛ける月数を交

付する。

利用方法は、タクシーに乗る際に認定証を

提示する。２、タクシーからおりる際に助成

券を１枚、運転手へ渡す。助成額を差し引い

た料金を支払う。助成限度額２,４００円を

超える料金は本人負担となる。このように、

一例でありますが、紹介させていただきまし

た。

いろいろな方法はあると思います。三沢市

の福祉向上のためにも、地域に合った制度を

精査し、取り組んでいくべきだと考えること

から、質問させていただきます。

三沢市立病院が移転し、市内から遠くな

り、バスの交通は整備されておりますが、バ

ス停まで行けない障害者はタクシーを利用す

るしか交通手段はありません。病院が遠くな

り、タクシー代の負担も大きいと聞いており

ます。精査して、負担を軽減すべきかと考え

ますが、当局の考えを伺います。
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以上、質問です。答弁のほどよろしくお願

いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの８

番天間勝則議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの天間議員

さん御質問の環境エネルギー問題については

私から、福祉問題につきましては健康福祉部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

当市におきましては、自然由来の再生可能

なエネルギーの活用を推進するために、その

導入の可能性について検討を行い、おっしゃ

るように、昨年２月に、三沢市地域新エネル

ギービジョンを策定したところであります。

当ビジョンにおきましては、普及啓発活動

に関するプロジェクトにおいて、市民の目に

触れ、利用機会の多い学校施設への設置や、

あるいは緊急時の避難場所となる公共施設等

に設置することが、新エネルギーに対する理

解を深めると同時に、住民に安心を与えるも

のであると提言されているわけであります。

特に、震災後の電力供給不足の影響、産業

活動等における影響などによりまして、国民

の関心が高まっている中、新エネルギー利活

用施設を実現するために、現在、庁内におい

て事業推進にかかわる課題抽出や問題点の整

理を行うとともに、ソーラーパネル等を設置

する事業者から、先進自治体等の実例や導入

プランについて情報交換している状況にあり

ます。

また、経済産業省や総務省等の新エネル

ギー推進に関する各種支援制度を研究し、当

市の推進プランに有効な支援制度の活用を検

討しているところでもあります。

今後におきましては、市民、教育研究機関

及び行政機関等で組織する三沢市新エネル

ギー推進協議会を設置しまして、申し上げま

したが、太陽光、風力及び温泉熱、各エネル

ギー利活用推進プロジェクトを進めているほ

か、避難所、公共施設等への導入、あるいは

環境エネルギー教育のプログラム化、相談窓

口の設置など、普及啓発活動プロジェクトの

具現化に向け、事業展開していく予定といた

しております。

私からは、以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部

長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 福祉問題に

ついてお答えいたします。

近年、少子高齢化が進み、障害のある方が

増加する中で、高齢者や障害の重い方が病院

への通院等で外出する際、タクシーの利用回

数は多くなっていると聞いております。

そのため、バスやタクシーなど公共機関で

は、身体障害者等の積極的な社会参加を支援

する社会的要請にこたえるため、障害者への

運賃割引制度を設定しております。このう

ち、タクシーの障害者割り引きにつきまして

は、国の通知に基づきまして、平成２年度か

ら、身体障害者等の手帳を提示することによ

りタクシーの運賃の１割を割り引く制度を実

施しております。

また、タクシー料金の割り引きとは別に、

障害のある方の支援事業として、介護タク

シーを利用した場合に、ホームヘルパーの介

助を受けられる通院等介助のサービス事業が

ありまして、この事業は、原則、利用者が１

割負担で利用できる制度でございます。

また、バスの利用が困難な高齢者で、介護

保険の要介護４及び５の方には、移送サービ

ス事業が無料で利用できる制度がございま

す。

市といたしましては、これらの制度の周知

を図るために、窓口において、障害者手帳等

の申請時に割り引き制度の説明を行ったり、

広報みさわやマックテレビを通じてお知らせ

をしてまいりました。

御質問の一般タクシーの料金の助成につき

ましては、障害のある方や高齢者等のニーズ

を見きわめ、これらの方々の交通手段の確保

と介護に伴う負担の軽減など、福祉の充実を

図る観点から、今後、調査・研究をしてまい
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りたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ８番。

○８番（天間勝則君） それでは、再質問さ

せていただきます。

先ほど市長さんのほうから、学校、公共施

設にこれから必要だというふうなことで、進

めてまいりたいと、大変前向きなお話をいた

だきました。

そういうことをしながら、これはアンケー

トの中で、５９％の方がそういった公共施

設、学校等にパネルを設置したほうがいいの

ではないかというふうなことが載っておりま

した。

そして次に、市民に、いかに地域に自然エ

ネルギーを普及していくかというふうなこと

で、６７％の方から、いわゆる支援制度の創

設というふうな部分があります。この支援制

度の創設というものは考えているのか、いな

いのかというものを、ひとつ質問いたしま

す。

そして、タクシーの補助でありますけれど

も、いわゆるこれは手帳を持っている人は１

割負担というのは承知しておりますけれど

も、介護タクシーというか、介護をする車で

すか、そういったものというのは、ふだん頻

繁に使える部分ではないと思うのです。どう

してもタクシーのほうが使いやすいというよ

うな部分になってこようかと思います。いろ

いろ予約したりとか、いっぱいあるわけでは

ないので。そういうふうな部分で、いわゆる

介護に使っている車というのは、どのような

手続、どのように利用できるのか、その辺を

ちょっとお伺いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 天間議員さん

の再質問にお答えいたします。

支援制度について、創設しないかというお

話ですけれども、現段階で、今年度もやって

おりますけれども、住宅リフォーム支援事業

の中で、太陽光パネル設置に対する補助とい

う形での支援制度がございます。

それから、市民へのＰＲの関係のお話も出

ましたけれども、自然エネルギーの関係にお

きましては、国においても、経済産業省、総

務省、環境省など、さまざまな省庁がそれぞ

れの目的に応じて、再生可能エネルギーの普

及を進めるという方向でありますから、市と

いたしましても、国の方針と同調しながら、

効果的に進めていきたいと考えてございま

す。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部

長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 健康問題の

再質問にお答えいたします。

先ほど一つお話ありました介護タクシーの

ことでございますけれども、介護タクシーに

つきましては、事前に利用する時間帯等を介

護タクシーのほうと打ち合わせをいたしまし

て利用するというふうな方式になっていると

いうふうに聞いております。

また、先ほど私がお話しした移送サービス

事業でございますけれども、これは市の社会

福祉協議会のほうで、移送サービス事業とい

うことで、実際実施しております。そういう

形で、利用者の方が無料で利用できるという

制度でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○副議長（小比類巻雅彦君） ８番。

○８番（天間勝則君） 介護タクシー、手続

的にどういうふうにして、どういうふうに

持っていくかということか。

○副議長（小比類巻雅彦君） 健康福祉部

長。

○健康福祉部長（宮古直志君） 再々質問に

お答えいたします。

手続と申しますと、介護タクシーを利用す

る場合ということでのお話で、お答えしてよ

ろしいでしょうか。

介護タクシーを利用する場合には、事前

に、先ほど申しましたように、いついつ、こ
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の時間帯に使いたいという……。（発言する

者あり）

手続的には、事前に予約をして利用なさっ

ていただくということで考えております。

（発言する者あり）

市内の業者がございまして、そちらのほう

にお問い合わせするということで。よろしく

お願いしたいと思います。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、８番

天間勝則議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（小比類巻雅彦君） 本日は、これ

をもって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時１５分 散会


